
事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

● （○ ● ） ○ 建設事業 ○ それ以外の継続事業

○ ●

○ 有● 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①決算額

新規助成件数

一般財源 0

－

14年度

　高齢者世帯が民間賃貸住宅に入居する際に自ら連帯保証人を立てられずに、転居することが困難になってい
る場合がある。このため、区と民間の保証会社が協定を結び、高齢者世帯に家賃等の債務に係る保証サービス
を提供するとともに、区が委託保証契約に要する保証料を助成することにより、高齢者世帯の居住の安定と福
祉の向上を図る。

　次のいずれにも該当するもの及び区長が特に必要と認めるもの
○ひとり暮らしの高齢者または高齢者及び６０歳以上のみの世帯
○荒川区内に引き続き１年以上居住していること
○区内の民間賃貸住宅に転居し、かつ、連帯保証人が立てられないこと
○自立した生活を営め、家賃の支払いができること
○緊急連絡先があること
○世帯の前年所得が、一般世帯に適用される都営住宅に入居するための所得基準以下であること
○特別区民税及び国民健康保険料を滞納していないこと

予算額

②人件費

国（特定財源）

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

経過

○　債務保証料助成
　・補助対象経費：高齢者世帯が信用保証会社に支払う保証料
　　（２年目以降の保証料及び更新保証料も対象とする。）
　※初回保証料は月額家賃等の３０％または５０％、２年目以降は２年間で月額家賃等の３０％又は年
　　１万円(信用保証会社により異なる。）
　・補助率：１０／１０
　・補助限度額：５０，０００円

目的

対象者
等

内容

行政評価
事業体系

実
績
の
推
移

3

－更新時助成件数 20

40

事項名 18年度15年度 16年度 17年度

00

2,200

2,200

2,200

19年度 20年度

1,170 2,200

100

60

1,110

1,170

13

－

0

0

－

0

0

施策

0

都（特定財源）

その他（特定財源）

実施
方法

14年度 15年度

昭和

年度

19

20年度

1直営

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

高齢者民間住宅入居支援事業（１６－１０－９４－０１）

事務事業の種類

課長名
高齢者民間住宅入居支援事業

【事務分担量】（％）

必要性

18年度17年度16年度 20年度19年度

　保証会社との保証委託契約を締結した際に支払った保証料の領収書に基づき、助成を実施する。

（単位：千円）

計画区分

　高齢者の民間賃貸住宅への入居を容易にし、住み慣れた地域において生活を維持していくためにも、必要性
は高い。

19年度

終期設定

開始年度

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]

新規事業

平成

大内　和彦部課名

２６７７

荒川区高齢者民間住宅入居支援事業要綱
根拠
法令等

福祉部高齢者福祉課

内線板垣　洋子

政策

年度

合計（①＋②） 00

担当者名

－－
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

15 20年度は、他区の実績から推計

指標の推移

事務事業の成果とする指標名
17年度 18年度 19年度 20年度

目標値
(22年度)

指標に関する説明

節・細節

負担金補助
及び交付金

金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項 金額（千円）予

算
・
決
算
の
内
訳

補助金 60
2,000

200

他
区
の
実
施

状
況

未実施実施

○補助率　1/2(品川、中野、世田谷、北、豊島、台東、練馬）、10/10(大田、文京、新宿、渋谷、千代田）
○限度額　5万円(品川、大田、文京、渋谷、千代田）、2万円(世田谷、台東）、1万5千円(中野、北）、1万
　　　　  円(豊島）、新宿(単身:3万6千円、2人以上:4万5千円)、練馬(月額賃料の30%)

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

助成者数 － － 3 10

債務保証料(初回分)

債務保証料(更新分)

今年度設定

平成１９年度の新規事業であり、制度の実効性をあげるためにも、対象者への周知が重要である。

推進

分類についての説明・意見等

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

指
　
　
　
　
標

推進

前年度設定

高齢者が住み慣れた地域において住宅を確保するために、必要な事業であ
る。

問題点・課題の改善策検討

12 10

06-03-09



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

● ○

○ 有● 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

3,304

2,570
2,279
1,025

3,304

2,8293,052
2,322

国（特定財源）
都（特定財源）

計画区分

大内和彦

18年度17年度16年度15年度

2,414

内線 ２６７５山内伸江担当者名
社会福祉協議会補助(長寿慶祝の会）

新規事業 20年度 19年度

3,312

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

予算額

②人件費

地域社会に長年貢献してきた高齢者を招待し、感謝の意と長寿を祝うものであり、地域の高齢者が楽しみにし
ている行事である。

必要性

実施
方法

14年度 20年度19年度

1直営

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

2,4142,552

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

社会福祉協議会事業補助（１５－７２－３３－０１）

事務事業の種類

課長名部課名 福祉部高齢者福祉課

終期設定

年度平成昭和

年度
長寿慶祝の会実施計画書

根拠
法令等

35

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

開始年度

2,322

2,322

2,414 3,309

2,577
2,275
1,034

3,309
12 12

4,292

2,549
2,413
1,879

4,292
22

2,449

2,449
2,449

2,449

18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度

2,808
16,85515,882

2,809
対象者数

14年度

①決算額（20年度は見込み）

2,552一般財源

2,968

2,552

15,270 17,968
2,795

17,390
2,760 －

経過

・昭和３５年　 社会福祉協議会主催、第１回長寿慶祝の会を地域別に午前・午後の２回開催。
　　　　　　　９０歳以上の高齢者９名に記念品を贈呈した。
・平成１３年度　７５歳以上の高齢者人口の増加を踏まえ、これまでの２回開催を３回開催に変更した。
・平成１４年度以降、地域別にて３回開催

－

（単位：千円）

実
績
の
推
移

社会福祉協議会が開催する長寿慶祝の会に要する経費を助成することによって、長年にわたり地域社会のため
に貢献してきた高齢者に対して、感謝の意を表するとともに、長寿を祝う。

区内在住の満７５歳以上の高齢者

「敬老の日」に高齢者をサンパール荒川大ホールに招待し、式典と演芸による「長寿慶祝の会」を開催すると
ともに、来場者に対し、記念品を贈呈する。
○内　容：一部　式典、国歌斉唱、主催者挨拶、高齢者代表挨拶、来賓挨拶（紹介）、花束贈呈
             二部　演芸
○平成１９年度
　・開催日　平成19年9月17日(月）　　10時00分から３回実施
  ・第１回　10時00分～11時25分　　尾久地域　　　　　　 来場者数863人(対象者数　 5,222人）
　・第２回　13時00分～14時25分　　南千住・荒川地域　　〃　　　1,205人(対象者数　6,576人）
　・第３回　15時30分～16時55分　　町屋・日暮里地域　　〃　　  　900人(対象者数　 6,950人）
　・来場者数計2,968人(対象者数計18,748人）
　・記念品　(@380*3,000=1,140,000)
 
　＊区は事業を補助し、共催実施している。

目的

対象者
等

内容

その他（特定財源）

2,794来場者数

事項名
18,748

06-03-10



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

題

（
指
標
分

析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

来場者数実績

来場者数÷７５歳以上人口×１００

－ 3,000

－－

2,795

15.5%15.9%

2,968

15.8%参加率

2,760

補助金

来場者数

会場使用料
演芸委託料
手話通訳者謝礼

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

継続

前年度設定

実施方法や内容等を見直す必要があり、当面、現状の規模で実施する。

実施方法、実施内容等の見直しを検討する。 より多くの高齢者が参加し、楽しむことができる。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

問題点・課題の改善策検討

22他
区
の
実

施
状
況

指
　
　
　
　
標

金額（千円）

手話通訳者謝礼 18

主な事項
143
600

143

18
76

付帯設備使用料

演芸委託料

付帯設備使用料 49
看板作成費 76

消耗品等

51
1,140

251
参加者記念品

看板作成費
付帯設備使用料

600
手話通訳者謝礼 18
看板作成費 75

参加者記念品

600

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

1,300
218

会場使用料 163
演芸委託料

会場使用料

75
参加者記念品

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）

平成19年度（決算）

消耗品等 243

・対象者は年々増加し、会場の収容能力も限界に近づきつつあるため、実施方法の検討が必要。
・区主催のお祝い会に対して喜びを感じている高齢者は少なくないが、一方で、町会や各単一高年者クラブ等で
敬老のお祝い会を実施しており、この事業の実施内容等を検討する必要がある。

予
算
・
決
算
の
内
訳

未実施実施

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

節・細節

1,284

指標に関する説明
17年度 18年度 19年度 20年度

目標値
(22年度)

消耗品等

06-03-10



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業

● ○

○有●無

○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○ 非常勤 ○臨時職員 ）

4,0424,266
2,496

国（特定財源）
都（特定財源）
その他（特定財源）
一般財源

計画区分

大内和彦

18年度17年度16年度15年度

2,618

内線 ２６７５山内伸江

社会福祉協議会へ委託し、理・美容生活衛生同業組合荒川支部に再委託して実施している。

担当者名
理美容サービス事業

新規事業 20年度 19年度

3,293

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

予算額

②人件費

在宅のねたきり高齢者が快適な生活を保持する一助として、理美容の機会を提供するものである。必要性

実施
方法

14年度 20年度19年度予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

3,293

2,127

2,618

2,861

3,293

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

理美容サービス事業費(16-10-12-01)

事務事業の種類

課長名部課名 福祉部高齢者福祉課

年度平成昭和

年度

政策

施策

開始年度

終期設定

523

1,973

2,496

491 3,226

3,618
2,192
1,034

3,226
12

3,230

3,088
2,205
1,025

3,230
12

3,591

2,711
2,139
1,452

3,591
17

2,354

2,354
2,354

2,354

19年度 20年度15年度 16年度 17年度 18年度
1,419 1,544 1,801 1,823

221296 275 284
1,326
566

1,648 1,504
289

1,471
787

432
14年度
1,396

300
1,626

希望者
－

673
1,523
572549634673

経過

－

昭和５１年度　事業開始。支給枚数３枚。　　平成４年度　　支給枚数６枚。
平成１２年度　介護保険制度の実施に伴い巡回入浴時の同時理髪を廃止。
　　　　　　　１回当り１，９００円（非課税者半額）を自己負担とした。
平成１５年度　老人福祉手当の廃止に伴い、自己負担金を一律１，９００円とした。

－

（単位：千円）

実
績
の
推
移

1,920

在宅のねたきり高齢者に出張理美容のｻｰﾋﾞｽ券を支給し、調髪・顔そり・カット等の理美容ｻｰﾋﾞｽを提供するこ
とにより、高齢者の清潔と健康の保持に資する。

高齢者理美容サービス券支給要網
（平成２０年４月１日改正）

根拠
法令等

51

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]

区内に住所を有する在宅高齢者で、要介護４又は５と認定された者。
その他、区長が認めた者。

理容及び美容組合が利用者と日程調整のうえ自宅へ出張して理美容のｻｰﾋﾞｽを提供する。
年間支給枚数
(1)当該年度の　４月から　５月までの認定者　６枚(５月支給)
(2)当該年度の　６月から　７月までの認定者　５枚
(3)当該年度の　８月から　９月までの認定者　４枚
(4)当該年度の１０月から１１月までの認定者　３枚
(5)当該年度の１２月から　１月までの認定者　２枚
(6)当該年度の　２月から　３月までの認定者　１枚
支給方法：継続利用者には５月に民生委員を通じて配付。新規決定者は、高齢者福祉課で配付する。
経費内訳：一枚の委託料　２，９５０円（出張料：１，０００円、理美容代：１，９００円、
　　　　　　　　　　　　手数料経費：５０円）
（自己負担金１，９００円）

目的

対象者
等

内容

3委託

①決算額（20年度は見込み）

事項名
対象者(7月末現在)

支給枚数
利用枚数

06-03-11



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

1,523 1,326ｻｰﾋﾞｽ券支給枚数

ｻｰﾋﾞｽ券利用枚数

1,504

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

継続

前年度設定

実績を踏まえて、現状の規模で実施する。

事務事業の分類

利用率の向上が期待できる。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　台東区

未実施実施

問題点・課題の改善策検討

21 1

指
　
　
　
　
標

1,670
115委託料

平成18年度（決算）

事業費
事務費
管理費 管理費 354

１５年度に利用者負担を見直した影響からか、１５年度の利用実績は対前年度比で１４％減となった。
平成１６年度以降も利用実績が減少傾向にある。

理・美容生活衛生同業組合荒川支部を通じ、加入店にで
きるだけ多くの参加協力を依頼し、利用者の利便を図
る。

事業費 1,986
事務費 61
管理費 307

事務費115
403

節・細節

1,687
主な事項

事業費
主な事項 金額（千円）

平成19年度（決算） 平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）予

算
・
決
算
の
内
訳

事務事業の成果とする指標名 指標に関する説明
指標の推移

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値
(22年度)

－ －

－673566572549

06-03-11



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

● ○

○ 有● 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

事項名

9,056

おむつ代助成件数

その他（特定財源）
一般財源

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

61,61059,192
61,605

13,848

国（特定財源）
都（特定財源）

11,188 11,771 11,520

計画区分

紙おむつ購入費助成事業実施要綱
根拠
法令等

58,095

3,510

大内和彦

18年度17年度16年度15年度

58,996

内線 2678山田正枝

①購入券→３ヶ月ごとに郵送（前渡し）　薬業共同組合・介護サービス事業者組合に紙おむつ給付業務を委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し、最寄りの薬局・事業所で紙おむつと引き換える。
　
②現金支給→４ヶ月ごとに振込み（後払い）

担当者名
高齢者紙おむつ購入助成事業

新規事業 20年度 19年度

予算額

②人件費

高齢者や介護者の経済的支援のために必要性が高い。必要性

実施
方法

14年度 20年度19年度

2一部委託

4,253

58,996

4,033

52,392

（単位：千円）

①決算額（20年度は見込み）

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

紙おむつ購入費助成事業費（16-10-18-01)
家族支援事業費（53-70-60-01)

事務事業の種類

課長名部課名 福祉部高齢者福祉課

終期設定

年度平成昭和

年度

52開始年度

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

61,605

54,743 66,630

72,333
63,655
6,206

69,861
132

3,231
4,617

60,431

70,922
66,395
5,722

72,117
67

2,366
4,703

4,152
69,189

75,181
74,896
4,868

79,764
57

2,141
4,282

4,506
63,483

74,964
74,964

74,964

2,325
4,650

20年度15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

9,664 9,778

1,9931,524

13,856計

実
績
の
推
移 1,327

10,374

9,159

1,215

14年度

10,896

1,400

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

52,392

7,829

48,359

52,396

11,209

2,647

9,840

1,680

【紙おむつ購入券】  利用者に紙おむつ購入券を支給（郵送で送付3カ月分前渡し）
・月6,000円（2,000円券×3枚）、ただし１割自己負担のため、実際には5,400円を助成。
・区と契約している薬業共同組合又は介護サービス事業者組合加盟の区内薬局や介護用品販売所で使用可
【紙おむつ代助成】入院中で、病院が紙おむつを指定し、持込ができない場合に、病院で請求された紙おむつ
 代のうち、月額6,000円（１割自己負担）を上限に助成する。
・４ヶ月ごとに利用者に「請求の案内はがき」を送付。
・利用者は指定された期間内に支払った紙おむつ代の領収書を持参し、区窓口で請求手続きをする。

・平成４年度から所得制限を撤廃。また、現物支給ができない対象者に費用助成を開始（限度額8,000円）
・平成１２年度から介護保険制度との整合性を図るため、自己負担金を導入した。また、紙おむつ購入券方式
  を採用し、近隣商店での自由購入を可能とした。
・平成１３年１月から入院中の方に限り、介護認定がなされていなくても、該当の判定をすることとした。
・平成１５年７月１日から訪問介護の自己負担金の軽減措置が３％から６％に変更される措置にあわせて、平
  成１１年度以前からの継続利用者についての利用者負担についても３％から６％に変更した。
・平成１７年度より、１１年度以前からの継続利用者についての利用者負担軽減措置を廃止した。
・平成１８年度より、利用者が６５歳以上で要介護４以上、更に世帯非課税の方については、介護保険会計の
  地域支援事業費より支払う。それ以外の利用者については一般会計より支払われる。

目的

対象者
等

内容

2,952

－1,505 1,796

1,227

1,308 1,440

経過

寝たきり高齢者の紙おむつ購入費の一部を助成することにより、寝たきり高齢者や介護にあたる家族の経済的
負担を軽減し、もって高齢者福祉の増進を図る。

概ね６５歳以上で①要介護４及び５の方、②要介護１から３で認知症があり紙おむつの必要な方（介護保険適
用施設入所の方は除く）、身体障害者手帳１・２級の方、愛の手帳１・２度の方

購入券利用者数(実際の使用数）

利用者数(4月1日現在)

06-03-12



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

9,778

平成18年度（決算）

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

推進

前年度設定

高齢者及び介護者に対する経済的な負担軽減効果は大きい。

事務事業の分類

問題点・課題の改善策検討

22他
区
の
実

施
状
況

指
　
　
　
　
標

扶助費
54,572
11,686

137

金額（千円）

紙おむつ購入券用紙
（事前押印）

70

　〃　（介護会計） 10,575
紙おむつ購入助成費 64,251

平成１２年三定　１２年度からの事業内容変更についての区の評価

・利用者が引き換え可能なおむつの種類を増やしていくよう、引き続き事業者と協議していく。
・おむつ利用者は年々増加していく一方である。

他区の状況、区民の利用状況等を調査し、現在の実施方法
の見直しを行う。

内部事務の効率化

改善により期待する効果

紙おむつ購入助成費

主な事項 金額（千円）

63,310
　〃　（介護会計） 11,470　〃　（介護会計）

平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

平成20年度（予算）
金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項

未実施実施

紙おむつ購入券用紙
（事前押印）

184

予
算
・
決
算
の
内
訳

事務事業の成果とする指標名

節・細節

紙おむつ購入助成費

紙おむつ購入券用紙（事
前押印）

一般需用
費

主な事項

指標に関する説明
指標の推移

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値

(22年度)

購入券延べ利用者数

おむつ代助成延べ件数

利用者数(4月1日現在)

－

－

－

10,896

2,952

－

11,209

1,993

1,400

 

 

 

2,647

1,796

9,840

1,680

1,505

06-03-12



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

○ ●

○ 有● 無

○ 法令基準内 ● 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ● 非常勤 ○ 臨時職員 ）

18年度17年度16年度15年度

30,540
33,72231,234
33,067

申請→訪問調査→工事計画書の提出→改修費助成決定→工事着工→工事完了→完了調査→助成金支出
・助成金は給付券方式により助成し、利用者は自己負担及び助成基準額を超える額を施行業者に支払う。これにより、償還払い方式に
比べて経済的負担の軽減を図っている。
・同一改造工事に対し、申請場所が２ヶ所あること、給付方式が異なることで混乱が生じないよう、高齢者福祉課と介護保険課とで申
請時の連絡調整、工事見積書の内容統一化、給付券の同時時期発行等を行っている。

担当者名
高齢者住宅改修給付事業

新規事業 20年度 19年度

計画区分

大内和彦部課名 福祉部高齢者福祉課

内線 2678板倉久江

32,798

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

予算額

②人件費

住宅改修を行うことにより、介護を受けながら住み続けられる住まいを確保できる。必要性

実施
方法

14年度 20年度19年度予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21,042

8,189

30,540
0

8,336

21,042

0
12,706

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

高齢者住宅改修給付事業費（16-10-24-01）
（地域支援事業費）その他事業（53-77-50-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定

年度平成昭和

年度
荒川区高齢者住宅改修給付事業実施要綱

根拠
法令等

元

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

開始年度

0

24,859

0
8,208

0

33,067

0
22,351

0
16,625

17,796
17,431
8,360

25,791
97

9,166
0

691
11,834

17,774
8,837
8,711

17,548
102

4,350
673

19,084

21,412
21,412
6,234

27,646
73

8,562
475

8,258

17,724
17,724

17,724

8,502
489

18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度14年度
3予防給付件数

28
69

35

－

1
43

69
2

12

45
0

2

1

15
7163

26

56
10

・浴室改修給付件数

・便所改修給付件数

目的

対象者
等

内容

介護保険対象外となった高齢者について、予防給付としての住宅改修を実施するとともに、要介護・要支援の高齢者についても、介護
保険支給対象外の改修種目の給付を行なうことにより、高齢者の在宅生活の利便向上と福祉の増進を図る。

１．住宅改修予防給付
　① 荒川区内に居住する住宅を有すること　　② ６５歳以上の高齢者で、住宅の改修が必要と認められる者
　③ 要介護認定の結果が非該当となった者
　④ 生計中心者の前年所得が585万2千円以下であること。但し、扶養家族のある場合は1人につき38万円を加算する。
　　（④は住宅改修予防・住宅設備改修各給付共通）
２．住宅設備改修給付
　① 荒川区内に居住する住宅を有すること　　② ６５歳以上の高齢者で、住宅設備の改修が必要と認められる者
　③ 要介護認定の結果、要支援又は要介護となった者
３．費用負担
　助成基準額を超える額と助成基準額の10％は自己負担。（生活保護受給者は自己負担分を免除）

１．高齢者住宅改修予防給付　（①～⑥介護保険と同様の内容)：基準額20万円(介護保険と同額）
  ①手すり取付　②床段差解消　③滑り防止・移動円滑化等の床材変更　④引戸等への取替
　⑤洋式便器等への取替　⑥その他付帯工事
２．高齢者住宅設備改修給付
  ① 浴槽の取り替え及びこれに付帯して必要な給湯設備等の工事：基準額 379千円　都と同額
　② 流し、洗面台の取り替え及びこれに付帯して必要な給排水設備等の工事：基準額 156千円　都と同額
　③ 便器の洋式化及びこれに付帯して必要な工事：基準額  106千円　都と同額
３．住宅改修事業者説明会の開催　　　改修事業者の知識・技能向上と区との連携強化のため区が主催
４．リフォーム相談員の報償費の支払い　改修事業の運営に当たり住宅状況に適した相談・助言を行なう
５．老人性白内障特殊眼鏡等費用助成事業　開眼手術を受け当該特殊眼鏡等の購入に要した費用の助成。１０年程実績無し

平成　元年度　荒川区高齢者住宅改造費助成事業として開始　　種目：浴室改善、便所改善
平成　３年度　玄関改善、台所改善、居室改善を種目追加
平成　５年度　階段昇降機を種目追加
平成１２年度　住宅改造が介護保険に移行実施されるため、予防給付・設備改修給付事業として再編実施
　　　　　　　（対象は、介護保険非該当者ならびに介護保険給付外の部分)

31

（単位：千円）

実
績
の
推
移

－18

9
46

52
－

経過

6

48
－

24 1 5

1直営

①決算額（20年度は見込み）

・流し・洗面台改修給付件数

・その他（階段昇降機）

事項名

国（特定財源）
都（特定財源）
その他（特定財源）
一般財源

06-03-13



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

扶助費

206

住宅改修事業者連絡会の謝礼 住宅改修事業者連絡会の謝礼

住宅改修予防給付事業
住宅設備改修給付事業

重点的に推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

重点的に推進

前年度設定

高齢者の在宅生活を支援するため、事業の充実を図る必要がある。

問題点・課題の改善策検討

22

改修要点を具体化した質問表の作成

介護保険の住宅改修と高齢者住宅設備改修費助成事業との併用
を活用する一方、介護保険の認定を受けなくても「特定高齢
者」等に選定された者より申請があった場合、需要が多い手す
りに限定し上限額を設定する等、高齢者福祉課の独自性を出す
必要がある。

体調不良になった利用者にとって、住宅改修による日常生
活の負担の軽減は、自立と意欲の向上に繋がるとともに、
家族や介護者の精神的・肉体的負担の軽減も期待できる。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

指
　
　
　
　
標

専門相談員の報償費

152
7,759

900
報償費

金額（千円）

住宅改修事業者連絡会の謝礼 20
専門相談員の報償費 918

26

主な事項
1,092

19,382
1,163専門相談員の報償費

46

１３年一定　住宅改修事業者への適切な指導・助言と研修会の開催について
１４年一定　住宅改修事業者への事業ＰＲについて

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

住宅改修予防給付事業 1,080
住宅設備改修給付事業 15,435

節・細節

改修工事前後の具体的な改善点を明確にし、ｻｰﾋﾞｽ効
果の検証資料とする。将来はｱﾄﾞﾊﾞｲｽ等の基礎資料と
する。

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）

他
区
の
実

施
状
況 各区とも従前の高齢者住宅改造事業を継続する形で実施している

未実施実施

・給付要件に要介護認定が必要なこともあり、相談から工事着工までの待機期間を短縮する必要がある。
・要介護認定の結果が出た時点で速やかに住宅改修ができるよう、急ぐ場合要介護認定申請後に事前調査を行っている。
　原則として在宅生活での改修申請であるが、退院が明らかと判断出来る時は入院中でも申請を受けている。
  生活環境整備が退院に間にあうようにする必要がある。
・非該当者を対象にした予防給付を積極的に活用し、生活機能の低下している人や、将来的に介護が必要となる可能性が
　高い人が、生活動作の自立を継続出来るようにする必要がある。
・住宅改修と福祉用具を併用する場合があり、用具の選定・使用について相談・フォロー機能の向上
　（地域ケアマネジメント支援：地域包括支援センターの相談機能アップのため、住宅改修・住宅改修関連福祉用具の相談
　及び研修）を図る必要がある。
・自立度を客観的に把握するため完了調査時に改修要点を具体化した質問表を作成する。

住宅改修予防給付事業

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

住宅設備改修給付事業

17年度 18年度 19年度 20年度

9957

2

指標に関する説明目標値
(22年度)

130

1

114

予防給付件数

設備改修件数 81

9

06-03-13



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

● ○

○ 有● 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

（単位：千円）

実
績
の
推
移

10 9

目的

対象者
等

内容

長年にわたり臥床している高齢者に対し、寝具の水洗乾燥消毒のサービスを提供することによって、環境衛生
を保持し、福祉の増進を図る。

６５歳以上の在宅寝たきり高齢者で介護保険の要介護度が４及び５の者で寝具乾燥消毒が必要な者。

・乾燥消毒　　１１回／年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
水洗い　　　　１回／年　　　　　　【１回の実施内容】敷布団、掛布団、毛布１枚、枕　１個
＜自己負担金＞　本事業に要する費用の利用者の負担は１０％とする。但し、生活保護受給者は無料とする。
水洗いについては１０％負担で１，１２３円（税込）また、乾燥消毒については１０％負担で２４１円（税
込）となる。

・平成　４年度　ドライクリーニングから水洗いへの変更
・平成１１年度　敷布団・掛け布団の消毒の枚数を各２枚から各１枚に変更
・平成１２年度　自己負担金導入
・平成１５年７月１日　訪問介護の自己負担金の軽減措置が３％から６％に変更されることに伴い、平成
 １１年度以前からの継続利用者についての利用者負担（原則１０％）の軽減についても３％から６％に変更
・平成１７年度から継続利用者負担軽減措置を廃止

経過

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

59

45 45
14年度

7対象者数（人）
18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度

208

208
208

208

1,182

158
157

1,025

1,182
12

646

98
48

598

646
7

641

71
38

603

641
7

-135 

197

62

-14 

荒川区寝たきり高齢者寝具乾燥消毒事業要綱
根拠
法令等

47

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

開始年度

終期設定

年度平成昭和

年度

59

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

寝たきり高齢者寝具水洗乾燥消毒事業費（16-10-30-01)

事務事業の種類

課長名

71

57

0

59

寝たきり高齢者の環境衛生及び健康の保持を図ることができる。必要性

実施
方法

14年度 20年度19年度

2一部委託

102

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

予算額

②人件費

部課名 福祉部高齢者福祉課

内線 2678山田正枝

申請に基づき、実態調査を行った上で、業者に事業を委託する。
委託先　サンライズセンター株式会社

担当者名
寝たきり高齢者寝具水洗乾燥消毒事業

新規事業 20年度 19年度

計画区分

大内和彦

18年度17年度16年度15年度

57
99101
62①決算額（20年度は見込み）

事項名

国（特定財源）
都（特定財源）
その他（特定財源）
一般財源

06-03-14



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

寝具水洗・乾燥消毒委託 寝具水洗・乾燥消毒委託 寝具水洗・乾燥消毒委託

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

・要介護度が４・５で、布団を干す場所がなく、干してくれる介護者がいないものに対象をしぼっている
　ため、利用者が少ない

金額（千円）

平成19年度（決算）
金額（千円）主な事項

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）
節・細節

平成18年度（決算）

主な事項

事務事業の分類

208

平成20年度（予算）

主な事項

157委託料 48

指
　
　
　
　
標

問題点・課題の改善策検討

22

区報、ＨＰを通した事業のＰＲに努める。
また、介護事業者へ事業の説明を行う。

要件を充たしている対象者への支給のもれを防ぐ。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

継続

前年度設定

対象者が少ないため、現状の規模で実施する。

指標に関する説明
指標の推移

20年度
目標値

(22年度)

104対象者数(年度末現員)

17年度 18年度 19年度

4

事務事業の成果とする指標名

－9

06-03-14



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

○ ●

● 有○ 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

0 0

18年度17年度16年度15年度
－－

対象となる食事を提供している事業所において認定者の軽減を請求時に行い、事業所に代理受領として支払
う。

担当者名
通所サービス利用者負担軽減事業

新規事業 20年度 19年度

計画区分

大内和彦部課名 福祉部高齢者福祉課

内線 2678板倉久江

－

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

予算額

②人件費

食費（調理費）が保険給付の対象外となり、これまでの負担と比べると約2倍の負担となる。この急激な負担
増を緩和することが、利用率の低下による介護度の重度化を防ぐ観点から必要。

必要性

実施
方法

14年度 20年度19年度予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

00

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

通所サービス利用者負担軽減費(16-10-85-01)

事務事業の種類

課長名

年度平成

行政評価
事業体系

昭和

年度

政策

施策

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]

0

開始年度

20終期設定

対象者
等

内容

介護保険料の賦課段階第1段階から第3段階までに該当する被保険者で、指定介護通所事業所等において、食事
の提供を受ける者。ただし、生計困難者に対する利用者負担軽減措置を受けている者は除く。

　通所介護、通所リハビリテーション等の通所系サービスの提供事業所において平成17年10月1日改正前に保
険給付対象となっていた食事を対象とする。

１ 申請手続　補助金の交付を受けようとする者は認定申請書を区に提出する。（補助金の受領を事業所
　に委任する場合は、代理受領委任状を区に提出し、事業所は代理受領の申出書を提出する。）
２ 軽減方法　事業者は認定利用者の補助金額を差し引いた食費を徴収。1食の補助金額については次のと
  おりである。
     指定介護事業所等において、調理加工を行なった場合の食費が
     ①383円以上509円未満の場合、当該食費の額から382円を減じた額。
     ②509円以上の場合、当該食費の額に4分の1を乗じた額（当該額に１円未満の端数があるときは、こ
　　 れを切り捨てる。）とし、189円を上限とする。
３ 補助金請求方法　事業所は1月分の軽減状況を取りまとめて、翌月末までに補助金請求書を提出する。
　（３月は同月末）

目的

0 9,313

5,203
5,176
4,137

9,313
48

11,974

13,224
9,668
2,306

11,974
27

14,639

11,052
11,052
3,587

14,639
42

10,484

10,484
10,484

10,484

18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度14年度
補助食数（延べ）
補助認定者数
対象施設数

33,075食
900
18 36

61,692食
1,045

22
－

（単位：千円）

実
績
の
推
移

75,427食
1,127

－

　介護保険法改正により、平成１７年１０月１日から居住費・食費（調理費）が保険給付外となった。低所得
者に対する配慮として補足給付が創設されたが、通所系サービスの利用者については対象外とされていること
に伴い同日より実施。
　※6ヵ月の時限事業であったが、期限延長（平成21年3月31日終了予定）。

経過

67,200食

介護保険の被保険者が通所介護等を利用した場合、平成17年10月1日より介護保険の保険給付対象外となった
食費について、その費用の一部を補助することにより、被保険者の負担の激変緩和及び介護度の重篤化予防を
図る。

荒川区通所サービス利用者負担額（食費）軽減
補助金交付要綱

根拠
法令等

17

1直営

①決算額（20年度は見込み）

事項名

国（特定財源）
都（特定財源）
その他（特定財源）
一般財源

06-03-15



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

10,484補助金額

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

推進

前年度設定

時限事業であるため、現状の規模で実施する。

問題点・課題の改善策検討

3 19

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実
施
状

況
千代田区・港区・渋谷区は平成17年10月1日改正から実施。うち千代田区は平成18年度をもって事業終了。
港区･渋谷区は平成20年度継続実施。新宿区は平成18年4月より軽減開始し、平成19年度をもって事業終了予定
だったが、継続。平成２０年度は、申請のあった事業所に対して一律上限200円、満たない場合は実費補助とし
当面継続する。

指
　
　
　
　
標

補助金額 9,668 補助金額

主な事項 金額（千円）

11,052
負担金補助
及び交付金

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節
金額（千円）

平成19年度（決算）
予
算
・
決
算
の
内
訳

未実施実施

　本事業は当初17年10月から18年3月までの時限事業として開始されたが、さらに3ヵ年期限が延長され、20年度
までの時限事業となった。21年度以降本事業をどうするかの検討が必要である。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

補助食数

補助認定者数

20年度
目標値

(22年度)

67,200 -

-

延べ補助食数

-対象施設数

17年度 18年度 19年度

33,075 61,692 75,427

900 -

-18 22 36

1,045 1,127

06-03-15



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

● ○

○ 有● 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

国（特定財源）
都（特定財源）
その他（特定財源）
一般財源

予算額

②人件費

経過

－

120

民生委員が、年２回、ひとり暮らし高齢者宅を訪問し、種々の相談に応じ、心の交流を図ることで、引きこも
りの解消や孤独感を軽減し、また在宅生活に安心感を与えて、ひとり暮らし生活の安定に寄与する。

満６５歳以上で「ひとり暮らし高齢者届」の届出者数

【実施方法】
・「ひとり暮らし高齢者届」の対象者は、６５歳以上で、近隣（徒歩５分以内）に２親等以内の血族がい
　ない者である。登録時に民生委員が調査している。
・区に「ひとり暮らし高齢者届」を提出し、登録された者について名簿を作成し、社会福祉協議会へ連絡
 する。社会福祉協議会は、新規登録者で希望する者に民生委員を通じて緊急ホイッスル（＠１，２００
 円）を配布する。（新規登録者の名簿は毎月区で作成する。）社会福祉協議会で「ひとり暮らし高齢者
 カード」を作成し、民生委員の訪問時の聞き取りの記録等を保管する。
・民生委員がひとり暮らし高齢者宅を年２回（７月、２月）訪問する。
・７０歳以上（非課税者）を対象にふれあい入浴券（区内公衆浴場利用券）支給事業を実施
　支給時期及び枚数：４月該当者３０枚・９月該当者１５枚
【平成１９年度実施状況】
７月期：訪問時に、社協より「災害時アンケート」・「絵カード」(社協独自事業）配布
２月期：「ひと声だより」を配布

・昭和４７年度　事業開始。
・平成８年度　　防災用緊急ホイッスル（＠１，１１５円）を支給。
・平成１１年度　携帯ブザー（＠１，４００円）の支給を廃止。
・平成１３年度　防災用緊急ホイッスルを希望者のみ支給。
・平成１４年度　訪問時の配付物を「ひとり暮らし高齢者の方の便利帳」「絵カード」等とする。

目的

対象者
等

内容

－

（単位：千円）

実
績
の
推
移

2,116
2,093２月対象者

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

216

2,162

14年度
2,150７月対象者 2,190 2,103

2,139
130

2,111
116141

2,199
緊急ホイッスル

18年度 19年度
2,204
2,102

150164 125

2,110
20年度15年度 16年度 17年度

149

296
296

296

147

1,370

296
65

1,452

1,517
17

147

1,149

307
249

1,025

1,274
12

125

1,143

328
218

1,034

1,252
12

109

73 153

153

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

計画区分

109

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

ひと声運動事業費(16-10-42-01)

事務事業の種類

課長名

２６７５

107 143

216216

216 315289
216 306

15年度 20年度19年度14年度 18年度17年度16年度

社会福祉協議会委託

担当者名
ひと声運動事業

新規事業 20年度 19年度

終期設定

必要性

実施
方法

大内和彦部課名

ひとり暮らし高齢者ひと声運動事業実施要綱
根拠
法令等

福祉部高齢者福祉課

内線山内伸江

ひとり暮らしの高齢者宅を民生委員が訪問し、心の交流を図ることにより健康で明るい生活の実現と孤独感の
解消につながるなど必要性は高い。

年度平成昭和

年度

47開始年度

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

【事務分担量】（％）
合計（①＋②） 306

2一部委託

①決算額（20年度は見込み）

事項名

06-03-16



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明

委託料

節・細節

管理費

事業費

金額（千円）

他
区
の
実

施
状
況 ふれあい訪問、みまもりネットワークなど

未実施実施

・「ひとり暮らし高齢者届」を提出している者だけをこの事業は把握しているが、今後、ひとり暮らし高齢
  者、高齢者世帯の実態を把握し高齢者の生活見守り事業として拡大していく必要がある。
・緊急時の対策として「緊急ホイッスル」を希望者に支給しているが、高齢者の体力的な面、又現在の時代
  の流れに適しているか見直す時期である。

「ひとり暮らし高齢者届」は、任意の届出であり、ひと
り暮らし高齢者の要件に該当していても、届出を提出し
ていない者がかなりいるものと思われるため、民生委員
協議会に協力を依頼し、届出者の拡大を図る。

ひとり暮らし高齢者等の実態を広く把握することによ
り、見守り活動の充実を図ることができる。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

緊急時に高齢者の援護を効果的に行うことができる。

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

１４年二定　高齢者施策の充実について
　　　　　　虚弱な高齢者が地域との繋がりを絶やさないようにするための施策について

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

消耗品費 100
事業費

消耗品費
144

13
0

事務費 26
管理費 2626

事務費 2626
25

一般需用費 消耗品費
事業費

59
139

管理費
事務費

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

推進

前年度設定

ひとり暮らし高齢者の増加を踏まえ、実態把握に努め、事業の拡充を図る
必要がある。

16 6

「緊急ホイッスル」については、現品よりも効果的な代
替品があるか調査する。

問題点・課題の改善策検討

指
　
　
　
　
標

一人暮らし届出者数

65歳以上人口

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値

(22年度)

届出者数構成比

  20年度は4月末の届出

届出者数÷65歳以上人口×100

2500

－

－

2,084

42,193

4.94%

2,131

40,221

5.30%

2,091

41,224

5.08%

2,116

41,224

5.13%

06-03-16



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

● ○

○ 有● 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）3委託

①決算額（20年度は見込み）

利用枚数(20年度は見込み）
受領者数(20年度は見込み)

事項名

1,409 1,382
対象者数

国（特定財源）
都（特定財源）
その他（特定財源）
一般財源

配付枚数

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

16,530
16,530

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

18年度17年度16年度15年度

16,946
16,50617,153
16,203

16,530

　地域社会との交流促進、閉じこもりや孤独感の解消及び健康の維持・増進のみならず、介護予防の一助とし
ての役割を果たしている。

必要性

実施
方法

14年度 20年度19年度

16,946

社会福祉協議会へ委託し、東京都公衆浴場組合荒川支部に再委託している。
（平成１９年度委託料14,854千円）

予算額

②人件費

内線 ２６７５山内伸江担当者名

大内和彦課長名部課名 福祉部高齢者福祉課

事務事業の種類 19年度

ふれあい入浴事業費(16-10-48-01)

新規事業 20年度

根拠
法令等

57

行政評価
事業体系

計画区分

ひとり暮らし高齢者無料入浴券支給要綱
平成昭和 年度

経過

開始年度

分野

終期設定

政策

施策 高齢者の在宅生活の支援[02-03]

年度

・荒川区社会福祉協議会への委託により実施（東京都公衆浴場組合荒川支部に再委託）
・民生委員がひとり暮らし高齢者宅を訪問し、入浴券を配布して安否確認と生活相談を行う。
・入浴券は、４月１日対象者に３０枚を支給し、４月２日から８月３１日までの新規登録者は、９月に
 １５枚支給。
・４月１日、９月１日現在で対象者名簿を区が作成し、社会福祉協議会に通知する。社会福祉協議会は、「ふ
れあい入浴券」
 （＠４３５円）を発行し、民生委員経由で対象者に配布する。
　なお、区境地区（南千住３・４・８丁目、西日暮里３丁目）の対象者に対しては、東京都共通入浴券
 （＠４３０円）を支給する。

16,203

実施基準

　区内に住所を有するひとり暮らし高齢者に公衆浴場入浴券を支給することにより、地域社会との交流を
 促進し、閉じこもりや孤独感の解消と健康の維持・増進に資する。

　満７０歳以上の「ひとり暮らし高齢者届」を受理された住民税非課税の高齢者で、入浴券支給を希望
 する者。
　ただし、高齢者住宅に入居している者と生活保護受給者を除く。

目的

対象者
等

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]

16,946 16,203 17,150

17,683
16,116
1,034

17,150
12

17,303

16,406
16,278
1,025

17,303
12

16,306

18,017
14,854
1,452

16,306
15

16,175

16,175
16,175

16,175

15年度 16年度 17年度 18年度
45,660 40,110

19年度 20年度
36,186

35,591
1,484

49,605 48,030
33,51034,454 33,848 32,705

16,530
14年度
46,725

・平成１０年度　所得制限（前年度住民税非課税者）と年齢引き上げ（６５歳から７０歳へ）。
・平成１３年度　東京都共通入浴券（有効期間が7月～）から荒川区発行の「ふれあい入浴券」（有効期
　　　　　　　　間4月～３月）とし、買取方式から精算方式に変更。４月から配布可能となった。
・平成１４年度　該当者には、4月期に1年間分（30枚）を配付。

32,162

（単位：千円）

実
績
の
推
移

37,800

事務事業名

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

ふれあい入浴事業

1,402
1,595 1,3011,634

1,158
1,365

内容

1,229
1,702

1,368
1,4821,703

34,717

06-03-17



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

88.88%81.54%

支給者数

19年度3月末日

19年度3月末日

19年度

－

－

1,2291,158

84.86%

入浴券利用枚数 32,162 －

利用率（利用枚数÷配布枚数）

33,848 32,705 33,510

1,3681,382

74.13%

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値

(22年度)
指標に関する説明

2,350

12,370
134

2,110
事務費事務費

平成18年度（決算）

分類についての説明・意見等
今年度設定

継続

前年度設定

ひとり暮らし高齢者対策としては、現状の規模で実施する。

事務事業の分類

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施 22

本事業を公衆衛生対策としてだけでなく、高齢者の健
康増進、社会参加の促進という視点からの拡充が期待
できる。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

問題点・課題の改善策検討

高齢者の閉じこもり対策としての公衆浴場の活用策を浴
場組合と協議する。

指
　
　
　
　
標

・１４年二定　ふれあい入浴デーの実施について
・１５年一定　半額入浴カードの発行について
・１６年一定  半額入浴カードの発行について

・浴場組合から、枚数の増加及び事業継続について、毎年、要望がある。
・無料入浴券方式の見直し→無料開放デイ方式等の検討(年２・３回浴場を借り上げて開放するなど）
・燃料費の高騰による料金改定（平成20年6月15日より新料金４５０円）

継続

事業費 13,946
事務費 119
管理費

131
2,140 管理費

主な事項
節・細節

14,007
主な事項

委託料

金額（千円）

管理費

事業費事業費

平成19年度（決算）
予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円） 主な事項
平成20年度（予算）

金額（千円）

06-03-17



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

● （● ○ ） ○ 建設事業 ○ それ以外の継続事業

○ ●

○ 有● 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

合計（①＋②）
国（特定財源）
都（特定財源）

一般財源

経過

19,700

87,360

　満７０歳以上の住民税非課税の高齢者が、毎週１回、区内の公衆浴場を低廉な価格で利用できることと
することにより、高齢者の健康の保持・増進を図り、あわせて地域におけるふれあい及び公衆浴場の利用
を促進する。

　区内在住で在宅の満７０歳以上の前年度住民税非課税の者
（対象者数見込⇒18. 7.1現在 70歳以上数28,577：非課税者数19,021(66.6%)
　　　　　　　　19.10.1現在 70歳以上数29,540：非課税者数19,700(66.6%)
                20. 6.1現在 70歳以上数30,127：非課税者数20,064(66.6%)）

１　実施回数：平均週１回（年間５２回）*ただし、20年度については5月から事業開始のため、48回。
　　　　　　　なお、年度内の転入・年齢到達者等については、申請日（誕生日）の翌週から当該年度末
　　　　　　　まで利用可能とする。この場合の利用回数は、基準日（月曜日）の年度内残日数とする。
２　実施施設：区内４２公衆浴場（平成20年5月1日現在）
３　本人負担：２００円（区負担２３０円）
４　委 託 先：東京都公衆浴場業生活衛生同業組合荒川支部
５　実施方法：本人若しくは家族の申請に基づき「入浴カード」を発行し、本人が入浴カードを公衆浴場
　　　　　　　に持参・提示し、本人負担金を支払うことにより入浴できるものとする。

５７年度～　満７０歳以上の「ひとり暮らし高齢者届」を受理された前年度住民税非課税の高齢者を対象
　　　　　　に「ふれあい入浴券」を配付
２０年度～　ふれあい入浴事業に加え、新たに高齢者入浴事業を実施

目的

対象者
等

内容

1,399

（単位：千円）

実
績
の
推
移

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

対象者数
申請者数(平成20年5月30日現在）

利用数(延べ回数)

17年度14年度 16年度15年度

21,708

21,708

21,708

18年度 19年度 20年度

0 21,708

－

0

－

0

0 0

0

開始年度

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

年度平成昭和

年度

20

0

－

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

高齢者入浴事業（16-10-95-01）

事務事業の種類

課長名

19年度

終期設定

必要性

実施
方法

14年度 18年度17年度16年度15年度 20年度19年度

計画区分

　対象者の範囲をひとり暮らし高齢者から拡大することにより、より一層、高齢者の健康の保持・増進、
地域におけるふれあい及び公衆浴場の利用促進を図ることができる。

00 0

－

高齢者入浴事業

新規事業 20年度

大内和彦部課名

２６７５

荒川区高齢者入浴事業実施要綱
根拠
法令等

福祉部高齢者福祉課

内線山内伸江担当者名

－－

0

１　年度当初に本人若しくは家族が高齢者入浴事業の利用申請
２　所得制限等の要件を確認のうえ、高齢者入浴カードを交付（交付決定を兼ねる)
３　高齢者が公衆浴場を利用する際、入浴カードに貼付されているシール１枚と本人負担金を支払う
４　事業者は、指定の台紙にシールを貼って管理し、年３回（８・１２・４月)、浴場組合に実績報告
５　浴場組合は、各実績報告を取りまとめのうえ、区に委託料を請求
６　区は、実績報告を確認・審査のうえ、浴場組合に委託料を支払う

0

2一部委託

①決算額(20年度は見込み)

事項名

【事務分担量】（％）

予算額

②人件費

その他（特定財源）

06-03-18



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

① － －

② － －

③ － －

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

1,399　－

　－

　－

260

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

消耗品費
印刷製本費

役務費

宛名ラベル

入浴券等

通知郵送料

155

利用者数

指標に関する説明

平成20年6月1日現在申請者数

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

17年度 18年度 19年度

他
区
の
実
施
状

況 文京区「シニア入浴デー」（60歳以上、毎週火曜日、自己負担100円）、台東区「高齢者入浴券」（65歳以
上年間20枚、自己負担50円）、北区「高齢者ヘルシー入浴補助券」（70歳以上、年間20枚、自己負担50円）
など。

未実施実施

燃料費高騰による料金改定（平成20年6月15日より　新料金４５０円）
申請者数　１，３９９名（６月１日現在）

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

入浴委託等

1,000

20,293

金額（千円）主な事項

委託料

節・細節

指
　
　
　
　
標

－

前年度設定

高齢者の閉じこもり防止に一定の効果が期待でき、事業規模については検
討が必要である。

問題点・課題の改善策検討

改善により期待する効果

重点的に推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

22

平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

20年度
目標値

(22年度)

06-03-18



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業

○ ●

○有●無

○法令基準内 ●都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

①決算額（20年度は見込み）

設置台数(新規・更新)

緊急通報協力員数

〃内謝礼対象者数(20年度は予算)

その他（特定財源）

一般財源

事項名

慢性疾患があるなど、日常生活を営む上で注意を要する状態にあるひとり暮らし高齢者等の生活の安全を確保
し、もって在宅高齢者の福祉の増進を図る。

原則として６５歳以上のひとり暮らし及び夫婦等の高齢者世帯であって、慢性疾患があるなど日常生活を営む
上で注意を要する状態にある者。(日中独居、夜間独居可）　なお、申請に際して､原則として３名の緊急通報
協力員（近隣住民、民生委員等）が必要である。

ひとり暮らし高齢者等が家庭内で急病になった時、あるいは突発的な事故で動けなくなった場合に、システム
機器からの発信（機器の押しボタン又はペンダントを押すこと）によって、東京消防庁へ通報される。消防庁
から利用者宅に確認の電話が入るとともに、必要に応じて（利用者が電話に出られないなど緊急事態が予想さ
れる場合など）救急車の出動や緊急協力員が消防庁からの連絡により訪問し、安否確認や消防庁への通報・救
助協力などを行う。
※新規設置経費33,030円、住民税課税者は3,290円の費用負担有

目的

対象者
等

内容

経過

61

〇平成６年度　費用負担撤廃（無線ペンダントの費用を階層別に負担）
〇平成１０年１１月の機器更新時から生活防水にする。
〇平成１１年７月より予算枠（年間配置台数）を廃止し、必要に応じて設置することとした。
〇平成１２年度　費用負担（住民税課税者、設置費用の1割）を導入
〇平成１３年度　協力員に対する活動謝礼を活動期間６ヶ月未満の者は3,000円､６ヶ月以上の者は6,000円相
当の区内共通お買い物券に変更（１２年度までは月額1,000円を３ヶ月ごとに協力員の口座に振込。)
〇平成１４年度　緊急通報協力員連絡会を開催し､活動謝礼の交付と消防署員による講義を行っている。

550

（単位：千円）

実
績
の
推
移

83

521

18,726

598

7,902

49

－

580509

15,459

888833

372

83

543466

67

99

72

389

3,647

14年度

52

517

18年度 19年度

80

477

827

20年度15年度 16年度 17年度

66

14,078

18,943

18,943

18,943

4,799

154

16,070

19,216

18,969

1,879

20,848

22

4,624

18,494

16,849

2,306

19,155

27

72

15,081

3,213

2,327

18,366

27

5,194

9,663

18647

5,585

元

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

開始年度

課長名部課名 福祉部高齢者福祉課

終期設定

年度平成昭和

年度
荒川区高齢者緊急通報システム事業運営要綱

根拠
法令等

6,478

14,479

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

緊急通報システム事業費(16-10-54-01)

事務事業の種類

必要性

実施
方法

14年度 20年度19年度

2一部委託

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

8,502

14,479

虚弱な高齢者の在宅支援・不安解消を目的とした事業であり、必要性は高い。

14,134 15,043

16,796

16,039

板垣洋子

申請を受け、実態調査を行った上で設置が決定される。消防庁に(決定)通知するとともに業者に設置を委託す
る。
緊急通報システム委託　岩通システムソリューション(株)　（平成１９年度　１５，８０７千円）

担当者名
緊急通報システム事業

新規事業 20年度 19年度

予算額

②人件費

大内和彦

18年度17年度16年度15年度

14,134

内線 ２６７７

国（特定財源）

都（特定財源）

計画区分

【事務分担量】（％）

合計（①＋②）

16,07016,076

15,043

稼動台数

06-03-19



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

目標値
(22年度)

－

指標の推移

節・細節

15,807システム稼動料等
3,046
13,783

20

3,088

－

指標に関する説明

年度別設置台数(新規・更新)

消防署通報件数

20年度は予算台数

20年度は見込み

17年度 18年度 19年度

36

未実施実施

対象者の把握が困難である。また、協力員の確保が年々困難になっている。

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）

協力員連絡会等通知用郵送料 93

20年度

81 －

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

15,344
協力員連絡会会場使用料 35

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

協力員謝礼等 3,471
システム稼動料等

協力員謝礼等

20

主な事項

協力員連絡会通知用郵送料 54

使用料及び賃借料

協力員謝礼等
システム稼動料等
協力員連絡会会場使用料

金額（千円）

協力員連絡会会場使用料

指
　
　
　
　
標

対象者の日常生活の安全が確保される。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

問題点・課題の改善策検討

22他
区
の
実

施
状
況

推進

前年度設定

ひとり暮らし高齢者及び高齢者のみ世帯の安全を守るため、対象者の把握
に努める必要がある。

20年度は見込み協力員出動件数

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

社会福祉協議会、民生委員協議会、地域包括支援セン
ター等との連携を深め、対象者の把握に努める。

80 83 83 61

70

4034

75

51

69

事務事業の成果とする指標名

役務費

一般需用費

委託料

06-03-19



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

○ ●

○ 有● 無

○ 法令基準内 ● 都基準内 ○ 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

１件０件 ０件 ０件 ０件 ０件

国（特定財源）

都（特定財源）

その他（特定財源）

一般財源

予算額

②人件費

経過

２件

２件

１７件

　寝たきり高齢者及びひとり暮らし高齢者の火災に対する生活の安全を確保し、もって在宅高齢者の福祉の増
進を図る。

◇火災警報器・自動消火装置　　65歳以上の寝たきり又はひとり暮らし高齢者（日中独居可）
◇電磁調理器・ガス安全システム　65歳以上で心身機能の低下に伴い、防火等の配慮が必要なひとり暮ら
　し高齢者
◇自動通報システム　65歳以上で､発作を伴う心疾患や高血圧性疾患、認知症等により、防火の配慮が必
　要なひとり暮らし又は高齢者のみの世帯の高齢者

【住宅用防火機器等の給付】
○火災警報器(１世帯２台まで）基準額15,500円　○自動消火装置（１世帯２台まで）基準額28,700円
○電磁調理器　基準額41,000円　　　　　　　　 ○ガス安全システム　基準額42,200円
※住民税が課税されている者は機器の購入等に要する費用の１０％を利用者の負担とする。
【自動通報システム】
17年度から認知症があるなど、特に火災発生のリスクが高いと思われる高齢者に対して､火災警報器が作動す
ると東京消防庁へ自動的に通報されるシステムを導入する。(専用通報器は緊急通報システムと兼用する。）
新規設置経費95,470円、住民税課税者は9,530円（取付た警報器の個数により負担額が異なる）の費用負担有

〇平成11年度　費用負担を見直し（費用を階層別に負担）
〇平成12年度　費用負担を見直し（住民税課税者、補助基準額の1割）電磁調理器を給付対象に加える。
〇平成17年度　東京消防庁への自動通報システムを導入する。

目的

対象者
等

内容

１３件

（単位：千円）

実
績
の
推
移

２０件８件

０件

１３件

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

187

４件

２件

３件

火災警報器

自動消火装置

１２件

２件

１３件

０件

１６件

１件

０件

電磁調理器

３件

５件

－

５件

－

ガス安全システム

自動通報システム

14年度

０件

８件

２件

－

１件

０件

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

1600

944

461

939

1,400

11【事務分担量】（％）

1,003

1,163

1,163

1,163

1,4002,337

1,361

458

1,879

2,337

22

0

2,152

1,485

555

1,896

2,451

22

299

276

42 93

18379

施策

平成昭和

年度

36

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

火災安全システム事業費(16-10-57-01)

事務事業の種類

開始年度

実施
方法

14年度 15年度

担当者名
火災安全システム事業

新規事業 20年度

11

18年度17年度16年度 20年度19年度

申請→訪問実態調査→決定

1直営

435

121

151

121187

虚弱な高齢者の安全・安心を確保し、在宅生活を支援する事業であり、必要性は高い。

19年度

終期設定

年度

計画区分

必要性

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

大内和彦部課名

２６７７

荒川区高齢者火災安全システム事業要綱
根拠
法令等

福祉部高齢者福祉課

内線板垣洋子

課長名

事項名

①決算額（20年度は見込み）

合計（①＋②）

325197

276
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

自動通報システムが導入されたことに伴い、緊急通報協力員が火災安全システムにおける居住管理協力員を兼務
することとなったため、事前の説明と協力依頼、初期消火の方法等の周知が必要

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）
節・細節

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

自動通報システム
郵便料

540
住宅用防火機器等の給付 623

自動通報システム
0
0

458

金額（千円）

住宅用防火機器等の給付 461

主な事項
0
0

役務費
委託料
扶助費

郵便料
自動通報システム
住宅用防火機器等の給付

推進

前年度設定

ひとり暮らし高齢者及び高齢者のみ世帯の安全を守るため、対象者の把握
に努める必要がある。

問題点・課題の改善策検討

推進

民生委員、地域包括支援センター等の連携を深め、対象
者の把握に努める。

対象者の日常生活の安全に資する。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

分類についての説明・意見等
今年度設定

指
　
　
　
　
標

22

指標に関する説明

自動通報システム設置台数

防災機器等設置台数

0

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値

(22年度)

30

0

29

0

28

2

33

－

－
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

● ○

○ 有● 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①決算額（20年度は見込み）

事項名

441 238

都（特定財源）

その他（特定財源）

一般財源

合計（①＋②）

国（特定財源）

18年度17年度16年度15年度

876

5501,055

476

担当者名
交通安全杖支給事業

新規事業 20年度 19年度

計画区分

大内和彦部課名 福祉部高齢者福祉課

内線 ２６７７新井玄二郎

1直営

1,055

【事務分担量】（％）

予算額

②人件費

880

20年度19年度14年度

438

876

439

880

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

交通安全杖支給事業費(16-10-60-01)

事務事業の種類

課長名

終期設定

年度昭和

年度
荒川区交通安全杖の支給等に関する事業実施要
綱

根拠
法令等

54

目的

対象者
等

内容

杖を使用しなければ歩行困難な高齢者に対し、外出時の補助具となる交通安全杖を支給し、日常生活の便に供
する。歩行杖は、管轄する民生委員を通じて配付する。

満６５歳以上の前年度住民税非課税者で杖を使用しなければ歩行が困難な者。

［手続き］
・申請（地区担当民生委員及び高齢者福祉課）
・地区担当民生委員による調査（杖の必要性の確認）
・支給決定（決定通知）
・民生委員指定場所へ杖を配送
・民生委員を通じて配付
［杖の種類及び価格］
・Ｔ字杖（ストラップ、反射シール付の一本杖、アルミ合金製パイプ黄色の焼付塗装仕上げ、重量280
　ｇ～300ｇの範囲、ウレタン樹脂製の握り）
・Ｓサイズ（790㍉×19φ）Ｌサイズ（850㍉×19φ）Ｔサイズ（900㍉×19φ）
・各サイズ同価格（2,625円）

杖を使用しなければ歩行困難な者に対し外出時の歩行補助具となる杖を支給することにより、交通安全対策と
介護予防の一助としての役割を果たしている。

必要性

実施
方法

476

511

394

1,034

1,428

12

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

開始年度

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

平成

438 1,231

197238

1,157

507

263

1,025

1,288

12

131

1,038

368

368

854

1,222

10

184

79

158

158

158

79

20年度15年度 16年度 17年度

277

18年度 19年度

171 121 105 121

14年度

246支給者数

・昭和５４年１月に開始、平成元年４月に地域振興部から事業移管された。
・平成１０年度より所得制限（前年度住民税非課税者）を導入し、平成１３年度以降は杖の再交付を廃
　止した。
・平成１４年度、交通災害共済の廃止に伴い、区独自の区民交通傷害保険（月加入）に加入する。
・平成１５年度、区独自の区民交通傷害保険（月加入）方式が廃止となり、保険の加入を廃止した。
・平成１６年度より区の直営となる。(平成元年４月から平成１５年度までは、社会福祉協議会に委託）

経過

120

（単位：千円）

実
績
の
推
移

06-03-21



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標の推移
事務事業の成果とする指標名 指標に関する説明

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値

(22年度)

交通安全杖支給数 －120121105121

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

継続

前年度設定

対象者の減少及び他区の実施状況等を踏まえ、現状の規模で実施する。

問題点・課題の改善策検討

4 18

民生委員を通じて杖を交付しているが、民生委員に課税
状況などを知られることに対する不満の声があるので、
直接に受付及び交付することができるようにしたい。
（本人が窓口に来られた時に交付できない）

個人情報に接する機会を減らすことが出来る。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

指
　
　
　
　
標

一般需用費 交通安全杖

金額（千円）主な事項
368263

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

交通安全杖 158交通安全杖

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）予

算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）
節・細節

他
区
の
実

施
状
況 シルバーカー・車椅子等の貸与を実施している区 １１区

未実施実施

06-03-21



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

○ ●

● 有○ 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

2677

荒川区軽度要介護者等寝台賃借料補助金交付要
綱

根拠
法令等

　法改正に伴う経過措置であり、一定の必要性はある。

19年度

終期設定

20年度

計画区分

　介護保険法の改正により、軽度の要介護者等に対する特殊寝台の貸与が保険給付等の対象外となったことに
伴い、保険給付等として特殊寝台の貸与を受けていた者に対して、自己の負担により寝台の賃借を行う場合の
費用の一部を補助することにより、負担の軽減を図るものとする。

0

0 0

－

１　交付申請　補助金の交付を受けようとする者は、あらかじめ、認定申請書により、区長に申請する。
２　交付認定　区長は、申請内容の適否を審査し、適当であると認めるときは、認定通知書により申請者
　　　　　　　に通知する。
３　補助金の請求　申請者は、補助対象経費として支出した寝台賃借料３月分をまとめて、当該支出をし
　　　　　　　た最終月の翌月末までに、請求書に領収書等を添えて補助金の請求を行う。
４　補助金の交付　区長は、請求内容を審査のうえ、速やかに補助金を交付する。

【事務分担量】（％）

20年度19年度
1,172

1,172

1,879

738

実施
方法

14年度 18年度17年度16年度15年度

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

特殊寝台貸与自己負担軽減費(16-10-91-01)

事務事業の種類

課長名 大内和彦部課名
特殊寝台貸与自己負担軽減事業

新規事業

18平成昭和 年度

福祉部高齢者福祉課

内線新井玄二郎担当者名

0

－

0

年度

－

20

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

（単位：千円）

必要性

　要支援１・２又は要介護１の認定を受けた者で、次の要件の全てを満たす者
　① １８年３月３１日現在、介護保険給付等により特殊寝台の貸与を受けていた者
　②　寝台の貸与が必要と区長が認めた者
　③　介護保険の利用者負担段階が第１段階から第３段階までの者又は生活保護受給者

［賃借助成］
１ 補助対象経費　１８年１０月１日以降に寝台を賃借する場合における自己負担費用
２ 補助限度額　　月額１，５００円を上限とする。

合計（①＋②）

①決算額（20年度は見込み）

一般財源

－

0

0 0

3,051

22

945

497

2,306

2,803

27

2,803
18年度 19年度 20年度

7383,051

738

738

15年度 16年度 17年度事項名

利用者数

賃借助成件数(延べ)

対象者数

購入助成件数(延べ) 33 － －

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

14年度実
績
の
推
移

55

39

109

52

39

331

41

予算額

②人件費

その他（特定財源）

492

－

1直営

経過

目的

対象者
等

内容

○　本事業は、１８年１０月から２０年３月までと、時限を定めて導入。なお、購入助成については、
　１８年度のみの実施
［購入助成］（１８年度のみ）
  １ 補助対象経費　１８年４月１日から１９年３月３１日までの期間に支払った寝台購入費の１／２。た
　　　　　　　　　だし、生活保護受給者は１０／１０
  ２ 補助限度額　　２７，０００円。ただし、生活保護受給者は５４，０００円
○　助成対象者数等の現状を踏まえ、２１年３月まで１年間延長

開始年度

国（特定財源）

都（特定財源）
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

－492331109

指標に関する説明
17年度 18年度 19年度 20年度

目標値
(22年度)指

　
　
　
　
標

継続

前年度設定

平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

時限事業であるため、現状の規模で実施する。

問題点・課題の改善策検討

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

改善により期待する効果

寝台賃借料補助

金額（千円）主な事項

4971,172
負担金補助
及び交付金

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

寝台賃借料補助 738寝台賃借料補助

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節
金額（千円）予

算
・
決
算
の
内
訳

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　介護保険法の改正に伴う経過措置であり、助成対象者数の推移等を踏まえたうえで、事業終了の時期を検討す
る必要がある。

補助件数（延べ）

平成19年度（決算）

06-03-22



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

○ ●

○ 有● 無

● 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

0 1,318

国（特定財源）

都（特定財源）

その他（特定財源）

一般財源

計画区分

大内和彦

18年度17年度16年度15年度

高齢者マッサージ事業
（在宅介護者マッサージ事業）

新規事業 20年度 19年度

部課名 福祉部高齢者福祉課

内線 ２６７７板垣洋子担当者名

合計（①＋②）

予算額

②人件費

必要性

実施
方法

14年度 20年度19年度

2一部委託

   荒川区マッサージ師会と契約を締結し（１回５，０００円、実績払い）、利用者の希望に応じて自宅また
は施術所において、区が利用者に対して発行する無料マッサージ券（１人年２枚）と引き換えにマッサージを
行う。

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

家族介護支援事業費(53-70-60-01)

事務事業の種類

課長名

終期設定

年度

政策

施策

00

　在宅で高齢者を介護している家族等の介護者の慰労及び心身のリフレッシュを図る。

1,318

【事務分担量】（％）

開始年度 平成昭和

年度

対象者
等

内容

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

1,708

15

4,209

445

3,017

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]

なし
根拠
法令等

4,208

2,042

1,794

1,318

0

3,462

3,462

55

3,750

3,750

20

548

1,879

4,210

1,392

1,879

3,271

20

281

563

1,652

0

4,208

4,208

4,208

852

1,704

19年度 20年度15年度 16年度 17年度 18年度

390659 89延べ利用者数

1,778－ 1,718対象者数

14年度

・在宅高齢者通所サービスセンターでリハビリを補完するものとして通所者を対象にマッサージを実施し
　ていたが、介護報酬による運営に移行したことにより在宅高齢者通所サービスセンターとしての事業が
　廃止されたため、１５年度から区が引き継いで実施した。
・１６年度から社会福祉協議会で実施しているマッサージ事業と調整を図り利用者負担を導入。
・１７年度から、社会福祉協議会がひろば館を会場として実施しているマッサージ事業と現行の通所
　サービスセンターで実施しているマッサージ事業を廃止・再編する。

2,000

（単位：千円）

実
績
の
推
移

264

1,374

事項名

経過

800

　在宅で高齢者を介護している家族等の介護者に対し、無料マッサージ券を支給することによって、介護者の
慰労及び心身のリフレッシュを図る。

　要介護４･５の者を在宅で介護する者（主たる介護者）。ただし、長期入所・長期入院している者は除く。

　在宅で高齢者を介護している家族等の介護者に対して無料マッサージ券（１人年２枚）を支給する。
（19年度は、12月に対象者あてに券を送付した。）

目的

①決算額（20年度は見込み）
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

継続

前年度設定

現状の規模で実施する。

問題点・課題の改善策検討

区報、ＨＰ等により工夫をし、広く周知を図る
より多くの在宅で高齢者を介護している家族等の介護
者に対し心身のリフレッシュを図ることができる

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況 多くは老人福祉センター等で実施             目黒、豊島

指
　
　
　
　
標

金額（千円）
節・細節

主な事項

一般需用費

郵便料役務費
委託料

郵便料
1,950マッサージ委託

使用料及び賃借料 寝具

消耗品
印刷製本

6
0 印刷製本
0

86
マッサージ委託 1,320

5
0

67

消耗品
21

郵便料 156
マッサージ委託 4,000

ﾏｯｻｰｼﾞ券等印刷製本

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

消耗品 31

平成20年度（予算）
主な事項

未実施

金額（千円）

平成19年度（決算）
金額（千円）予

算
・
決
算
の
内
訳

実施

平成１７年度より、従来の方法とは異なるやり方をしたため、まだ定着していない。

20年度
目標値

(22年度)

390 264 800

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

17年度 18年度 19年度

延べ利用者数 89 － 20年度は予算数
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

○ ●

○ 有● 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

国（特定財源）

都（特定財源）

118

4,000見守り希望登録者数

・平成13年度　実施協力を得た71町会について見守り希望のアンケートを実施。2,020名分の名簿を作
　成し提供
・平成14年度　区内全域で見守り希望のアンケートを実施し（前年登録をした者を除く）関係機関に名簿
　を提供
・全区調査の終了に伴い、15年度以降は、1月1日現在75歳になられた方で登録されていない方に対して調
　査を実施。あわせて、町会・民生委員からの報告等により適宜追加

経過

実
績
の
推
移

118

3,847

117実施町会

事項名

（単位：千円）

予算額

その他（特定財源）

一般財源

686

4,373

14年度

116

686

514

172

117 117

4,107

18年度

116

4,397 4,170 4,079

19年度 20年度15年度 16年度 17年度

159

159

159

159

958

148

104

854

958

10

1,143

164

118

1,025

1,143

12

1,059

174

99

1,034

1,133

12

74

-122 -18 

81183

61

目的

対象者
等

内容

日常的に見守り援護を必要とするひとり暮らし等の高齢者を、地域の人々が中心となって支え合うネットワー
クを創り上げることで、地域社会の再生を目指すとともに、住み慣れた街でひとり暮らしの高齢者等が安心し
て、暮らせる支えあい見守りあいの仕組みづくりを行う。

①75才以上の一人暮しの高齢者(1,722名)、②75才以上の高齢者のみ世帯(806名)、③介護保険で要介護認定３
～５の方(243名)、④身体障害者手帳１～２級の方(808名)、⑤愛の手帳１～４度の方(191名)、⑥精神障害者
保健福祉手帳１～２級の方(27名)、⑦その他、日中一人暮らし高齢者等で介護や見守りが必要な方（年齢制限
無し）(50名)　※人数は20年4月1日現在

・町会等の自主的な活動に役立ててもらうために、見守り対象者名簿を作成し、関係機関に配布する。
　（町会、民生委員、警察署、消防署、社会福祉協議会、地域包括支援センター）
・地域団体による訪問見守り活動（訪問、相談、交流、その他）
　小中学校での敬老奉仕活動の実践教育（ゴミだし・声かけ・清掃奉仕等）
　地域の公的機関の見守りサービス（高齢者福祉課・障害者福祉課・消防署・警察・地域包括支援セン
　ター等）
・上記対象者④～⑥については、名簿作成及びｱﾝｹｰﾄ郵送事務を除き、障害者福祉課で対応

63

内線

終期設定

年度平成昭和

年度
荒川区高齢者等支えあい見守りあいネットワー
ク事業実施要綱

根拠
法令等

13開始年度

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

支えあい見守りあいネットワーク事業費(16-10-84-01)

事務事業の種類

課長名

計画区分

福祉部高齢者福祉課

必要性

実施
方法

14年度 16年度15年度 20年度19年度

1直営

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

合計（①＋②）

②人件費

【事務分担量】（％）

①決算額（20年度は見込み）

19年度

723

区内に居住する一人暮らし高齢者等が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう日常時及び災害時に
おける地域の支えあい見守りあい活動を効果的に行えるよう支援していくことの必要性は高い。

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

18年度17年度

２６７５山内伸江

①区内のひとり暮らし高齢者等に対して、年１回、ひとり暮らし高齢者等に対する「見守り希望」のアンケー
ト調査を実施する。(毎年2月）［見守り希望届書送付⇒希望者は届書返送⇒登録］
②アンケート結果に基づき見守り対象者名簿を作成し、関係機関に配布する。(毎年6月～9月）
※住基データの死亡・転出等の異動情報を反映させた最新版として作成・配布

担当者名
支えあい見守りあいネットワーク事業

新規事業 20年度

大内和彦部課名

61

165275

63
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標の推移
指標に関する説明

20年度
目標値

(22年度)

4,0004,000

平成20年度（予算）
主な事項

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

登録者数

事務事業の成果とする指標名

他
区
の
実

施
状
況 千代田、中央、新宿、豊島、品川、世田谷、板橋、足立

未実施

町会、民生委員など関係団体・機関などと自主活動に取
り組むための意見交換の場を設ける。

17年度 18年度 19年度

3,8474,0794,107

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）
節・細節

郵送料

金額（千円）

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

消耗品費 35
アンケート調査郵送料

消耗品費33
85 124

金額（千円）主な事項
34
70

一般需用費

役務費
消耗品費
郵送料

今年度設定

自主活動に取り組む意識づくりの向上を図る。

推進

分類についての説明・意見等

指
　
　
　
　
標

推進

前年度設定

実施

　支えあい見守りあいの対象者が高齢者から障害者まで多様に分かれ、また活動を担う人も町会会員・民生委
員・包括支援センター等と多様になっている。対象者名簿を活用し、各団体、グループ等がいかに具体的な自主
的活動に取り組むかが一番の課題となっている。
※自主的な取り組みがなければ、単に名簿を配付するだけの事業となってしまう。

ひとり暮らし高齢者等の把握に努め、事業の実効性を向上させる必要があ
る。

問題点・課題の改善策検討

8 14

06-03-24



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

1,573

その他（特定財源）
一般財源

喜寿

②人件費

事項名

国（特定財源）
都（特定財源）

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

①節目年齢を迎える高齢者に対して敬老祝品を贈呈することで、区内の高齢者の長寿と健康をお祝いする。
②山谷地域の簡易宿泊所に宿泊する高齢者の慰安と激励を図るため、地域のレクリエーションを主催する
（財）城北労働・福祉センター（山谷地域敬老会）に補助金を交付する。

目的

開始年度

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

経過

1,844

・敬老金（７５歳以上）昭和３３年度開始～平成９年度末で廃止
・高齢者訪問（９９歳以上）昭和４６年度開始～平成９年度末で廃止
・敬老祝品　　昭和４０年度開始　　品物を贈呈（喜寿･米寿）
　　平成１０年度改正　敬老金等の廃止に伴い、現行の金額へ増額、白寿を追加する。
　　平成１１年度改正　区内共通お買い物券へ変更
・山谷地域敬老会補助　　昭和６１年度開始150,000円平成１３年度改正240,000円（台東区とあわせる）

14,598

58
23

661

（単位：千円）

実
績
の
推
移 108

1,663
620

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

対象者
等

内容

①喜寿（数え７７歳）・米寿（数え８８歳）・白寿（数え９９歳）、長寿（満１００歳）の高齢者
②（財）城北労働・福祉センター（山谷地域敬老会）

①敬老祝品　　荒川区商店街連合会発行の区内共通お買い物券を贈呈
　・喜寿・米寿・白寿は９月上旬頃に民生委員が訪問し贈呈
　　（喜寿5,000円・米寿10,000円・白寿30,000円・長寿50,000円）
　・長寿者（満１００歳）祝品は､希望者は区長等が訪問して花束と共に贈呈｡辞退者は祝品のみ担当職員
　　が訪問して贈呈｡なお、満１００歳超で高齢者訪問を希望した者については、訪問の際に花束を贈呈
②山谷地域敬老会補助　（財）城北労働・福祉センターの敬老事業(レクリエーション事業)に対して補助
　金を交付する。
※長寿慶祝の会（06-03-10参照）も同時期に行っている。

予算額

18
7長寿

539

14年度

16

1,641
603
48

1,684 1,671
493
58

515
53
28

白寿

1,500
米寿 510

21
16

29

19,297
15年度 16年度 17年度 18年度

19,635

19,297

19,297

19年度 20年度
20,426

17,949
2,477

20,426
817

16,902
2,733

19,635
32

18,695

15,937
2,758

18,695
32

15,290

14,495 15,290

政策
施策

年度平成昭和
年度

46

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]

14,598

16,984

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

敬老週間行事費(16-20-50-01)

事務事業の種類

必要性

実施
方法

14年度 18年度17年度16年度15年度 20年度19年度

①敬老祝品　　　　祝品を地区民生委員別に仕分ける作業をシルバー人材センターへ委託
②長寿慶祝の会　　荒川区社会福祉協議会が開催する長寿慶祝の会を支援する。
　　　　　　　　　（１９年度補助金2,549千円）

担当者名
敬老週間事業

新規事業 20年度

計画区分

区民の長寿と健康をお祝いする事業は、区の事業として必要性がある。

19年度

終期設定

2678

荒川区敬老品贈呈事業実施要綱
荒川区山谷地域敬老会事業補助金交付要綱

根拠
法令等

事務事業名
課長名 大内和彦部課名 福祉部高齢者福祉課
内線山田正枝　

15,823

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

16,365 17,510 18,918 19,29714,535
15,290

14,49514,598

2一部委託

①決算額（20年度は見込み） 14,495

06-03-25



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

52

その他消耗品
祝辞印刷
入院者への郵送料
祝品包装作業委託

敬老祝品

節・細節

実施

予
算
・
決
算
の
内
訳 山谷敬老会への補助 240

祝品包装作業委託

他
区
の
実

施
状
況

金額（千円）

平成19年度（決算）

58
山谷敬老会への補助

　高齢者人口の増に伴い、対象者が毎年増加している。

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成１２年三定　福祉切捨ての見直しを求める。共産党区議
平成１３年保健福祉委員会　長寿慶祝の会の招待者の年齢の変更についての報告（節目年齢への変更）
→結果、対象年齢は従来どおり
平成１３年予算特別委員会　　長寿慶祝の会の開催内容について　共産党など

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

240

敬老祝品 18,720
その他消耗品

敬老祝品
197

祝辞印刷 73
高齢者訪問意向調査郵送料 9

100

240
52

入院者への郵送料 0
祝辞印刷 52

86
49
0

一般需用費

委託料
役務費

金額（千円）

祝品包装作業委託

主な事項
17,505

負担金補助

16,475
その他消耗品

山谷敬老会への補助金

指標に関する説明
指標の推移

改善により期待する効果

2586件 実際の贈呈件数

65歳以上人口
（各年度4月1日現在）

台東区　１００歳　記念植樹

未実施

41,224

継続

前年度設定

平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

高齢者人口の増加に伴い規模は増加するが、当面は現行のまま実施する。

問題点・課題の改善策検討

21 1

継続

分類についての説明・意見等

指
　
　
　
　
標

19年度 20年度

今年度設定

事務事業の成果とする指標名

40,211

2308件 2364件

目標値
(22年度)

39,224

敬老祝品贈呈数

高齢者人口

2500件2232件

－42,193

17年度 18年度

06-03-25



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ● 非常勤 ○ 臨時職員 ）

国（特定財源）

一般財源

1直営

①決算額（20年度は見込み）

おとしよりなんでも相談件数

事項名 20年度15年度 16年度 18年度 19年度17年度

4,416

85

予算額

②人件費

都（特定財源）

その他（特定財源）

18年度17年度16年度15年度

1,204

1,2381,241

1,206

担当者名
高齢者総合相談窓口

新規事業 20年度 19年度

計画区分

大内和彦部課名 福祉部高齢者福祉課
内線 ２６７９与儀恵子

1,244

【事務分担量】（％）

合計（①＋②）

　おとしよりなんでも相談及び認知症専門相談は、高齢者等が適切な保健福祉サービスや介護サービスを受け
られるようにするために必要である。

必要性

実施
方法

14年度 20年度19年度予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

1,220

1,2041,220

1,220

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

高齢者福祉事業事務費(16-35-40-01)
家族介護支援事業費（53-70-60-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

地域保健法、介護保険法、健康増進法、
精神保健福祉法

根拠
法令等

59

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]
高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

開始年度

1,206

1,206

1,204 18,720

1,245

1,228

17,492

18,720

420

418

16,602

1,239

1,107

16,558

17,665

410

215

430

450

7,628

1,239

1,084

7,623

8,707

455

210

419

621

42

1,624

1,624

1,624

321

640

14年度

3,804

認知症相談件数 91

5,244

8278

4,845 5,103

84 68

経過

4,700

○ 高齢者の精神保健相談は、平成１１年度までは高齢者福祉課が認知症相談を、保健所が精神保健福祉
　 相談で月２回ずつ対応してきた。
○ 平成１２年度からは高齢者福祉課が高齢者専門相談として、月４回実施している。

96

（単位：千円）

実
績
の
推
移

4,313

１ おとしよりなんでも相談窓口の運営
　高齢者の健康づくりや生きがいづくり、ひとり暮らし高齢者の生活支援、介護が必要な高齢者及び
  その家族に対する区の保健福祉サービスの情報提供や病院・施設への入所相談など、高齢者に関す
  る総合的な相談窓口を運営する。
２ 認知症専門相談
　 認知症やその他の精神疾患（疑いを含む）のある高齢者の精神保健福祉に関する相談を精神科医師
   と保健師が行う。
３ 認知症高齢者を支える家族の会（銀の杖）支援
　 家族団体の活動に要する費用の一部を助成することにより、家族団体の活動の充実を図り、認知症
　 高齢者の福祉の向上を図る。

１　概ね65歳以上の高齢者及びその家族
２　介護サービス事業者や関係機関
３　認知症者の家族

１　おとしよりなんでも相談窓口の運営　再任用及び再雇用職員3名体制（窓口2名）
２  認知症専門相談
　　精神科医師による面接相談及び訪問相談を予約制で行っている。（月4回、13～15時の2時間）
　　　・ 認知症等の診断
　　　・ 専門医療機関の紹介
　　　・ 介護や精神保健福祉情報の提供等
３　荒川区認知症高齢者を支える家族の会に補助金を交付するとともに、保健師を派遣し、会の運営を支
　　援する。

目的

対象者
等

内容

06-03-26



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

5,244

75

84

5,103

81

20年度
目標値

(22年度)

-

-

68

17年度 18年度 19年度

82 平成20年度は見込み

平成20年度は見込み

荒川区認知症高齢者を支える家
族の会

100

5,200

90 -

相談件数（認知症）

相談件数（なんでも相談）

報酬
一般需用費

認知症家族会補助 42

相談室用衝立 55

単身または家族基盤が脆弱な認知症者や妄想性障害の
ある高齢者が増加しており、精神科医師による個別相
談の他、関係者への指導・助言を行う。

問題点・課題の改善策検討

推進

前年度設定

高齢者が抱える様々な相談に適宜対応するため、高齢者に関する総合的な
相談窓口を設置する。

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

事務事業の分類

指
　
　
　
　
標

相談回数を増やし、相談体制を強化することによ
り、増加傾向にある相談件数に適宜対応すること
が出来る。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

5,135

85

指標の推移
指標に関する説明事務事業の成果とする指標名

会員数

精神科医報酬
窓口消耗品

認知症家族会補助

備品購入費

及び交付金

主な事項
1,037

5

認知症家族会補助 42

精神科医報酬
窓口消耗品

負担金補助

45窓口消耗品

なし

42

主な事項 金額（千円）

平成20年度（予算）

精神科医報酬 1,482

予
算
・
決
算
の
内
訳

平成18年度（決算）
主な事項

1,063
2

金額（千円）

平成19年度（決算）
金額（千円）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施 22

節・細節

１ 高齢化が進展し、認知症や妄想性障害などの精神に疾患を持つ方が増加の一途をたどっている。しかしながら、区
　 内には精神科を専門とする診療所が６か所、入院医療機関は皆無であり、非常に少ない現状である。
２ 高齢者の精神疾患は早期に発見し、適切な治療に繋げる必要があり、区が実施する専門相談は非常に重要な役割を
   担っている。
３ 介護サービス事業者が認知症者等の支援にあたり、高齢者専門相談を利用する事例が増えている。関係者が高齢の
   精神障害者の処遇について、専門的な助言指導を受けられ仕組みをつくる必要がある。
４ 認知症を支える家族の会(銀の杖）の会員が高齢化しており、会員自身の介護予防に取りくみながら活動を行って
   る。
５ 銀の杖は介護者懇談会を行い、介護や精神疾患やなどの相談を担っている。高齢者福祉課と地域包括支援センター
   が会場に出向き支援している。

06-03-26



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●

（ ） （ 直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

予算額

②人件費

21

20年度
85
20

20年度
180,755
180,755

180,755
（補助廃止）

（補助廃止）

23 22 22 22

17年度 18年度
85

15年度 16年度
91 88 89 85

19年度実
績
の
推
移

14年度

22措置施設数
87

20,719 22,248
53,958 165,91860,252

19,197
55,958 172,818 161,235

その他（特定財源）
一般財源

（補助廃止）

18,359 15,768 15,872

76,366
24,755 （補助廃止） （補助廃止）

75,837 75,198
23,898 24,999

191,177 177,003 181,790
（補助廃止） （補助廃止） （補助廃止）

174,412 182,697 176,276
150 135 90

12,929 11,529 7,686

183,147
174,412 182,697 176,276 178,248 165,474
187,280 183,237

174,104

（単位：千円）
14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

必要性 法定措置事務として、要援護高齢者を支援するために継続して実施する必要がある。

実施
方法

176,567 183,606 184,396

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移 14,875

165,880

内容

養護老人ホームは、老人福祉法第１１条に規定されている老人福祉施設である。
区では都内・近県の施設に入所措置している。
［措置要件］
・６５歳以上
・経済上(生保受給者等)、環境上（簡易宿泊所・更生施設入所、家庭環境等）の理由により居宅において生活する
ことが困難な者
［措置手続］
・入所申請受理　→　・実態調査（訪問・面接）　→　・入所判定委員会　→　・入所（立会い・移送）
［入所判定委員会委員の構成］
・医師２名（荒川区医師会推薦医師）
・養護老人ホーム施設長
・荒川区保健所長　　・高齢者福祉課長
・老人福祉指導主事（高齢者サービス調整係長）　　・老人福祉担当者（ケースワーカー）
[自己負担金]
・徴収金額
　　前年収入に応じ国が定めた基準（平成１８年１月２４日　老発第０１２４００１号　「老人福祉法第１１条
　による措置事務の実施に係る基準」）に基づき徴収する。毎年７月１日に改定する。
・徴収方法
　　当月分納付書を翌月に入所者及び扶養義務者宛てに郵送。滞納が生じた場合は、滞納している者と区で分納
　計画を取り交わし徴収している。

経過

●昭和４１年より、老人福祉法１１条を根拠に実施。
●平成１２年１０月～　費用徴収基準１階層の者については、介護保険料が措置費に加算される。
●平成１４年４月１日　養護老人ホーム（千寿苑）開設。　（６０床　荒川区枠は１７床）
●平成１８年４月より、法改正で外部の介護保険サービス併用可（将来的にはケアハウスの形態に転換）

目的
環境上及び経済的理由により居宅において養護を受けることが困難な高齢者を養護老人ホームに入所さ
せることによって、高齢者の心身の健康の保持及び生活の安定を図る。

対象者
等

環境上及び経済的理由により居宅において生活することが困難な６５歳以上（特段の事情のある場合は
６５歳未満も含む）の者で低所得者。

計画区分 計画 ●非計画

行政評価
事業体系

分野 生涯健康都市［Ⅰ］
政策 高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成［02］
施策 高齢者の在宅生活の支援［02-03］

年度

実施基準 ●法令基準内 都基準内 区独自基準

開始年度 昭和 平成 41
終期設定 無 年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード(20年度）

養護老人ホーム措置(16-05-33-01)

事務事業の種類 新規事業 20年度 19年度

根拠
法令等

課長名 大内和彦
担当者名 山根恭子 内線 2671

老人福祉法第１１条第１項
荒川区老人ホーム入所判定委員会設置要綱

事務事業名 養護老人ホーム措置
部課名 福祉部高齢者福祉課

1直営

事項名

①決算額（20年度は見込み）

措置件数

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）
国（特定財源）
都（特定財源）
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

措置費 180,211

主な事項 金額（千円）

支払代行事務 544

平成20年度（予算）

事務事業の分類

法定措置事務であり、現状の規模で実施する。

分類についての説明・意見等
前年度設定 今年度設定

継続 継続

問題点・課題の改善策検討

平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容 改善により期待する効果

被措置者との対面指導を強化する。 自己判断による退所を抑止する。

・養護老人ホーム入所後、集団生活・規律生活へ順応できず自己判断で退所する事例が増えている。
・身体状況から特別養護老人ホームの入所が適当となった場合に、社会的入院を解消しすみやかに特別養
護老人ホームに移行できるよう支援するシステムが必要である。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 未実施

指
　
　
　
　
標

予
算
・
決
算
の
内
訳

節・細節
平成18年度（決算）

扶助費 措置費
委託料 支払代行事務 547 支払代行事務

164,927 措置費 173,528

平成19年度（決算）
主な事項 金額（千円） 主な事項 金額（千円）

576

指標の推移
事務事業の成果とする指標名 指標に関する説明

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値
(22年度)

措置件数

措置実施施設数

89 85

2222

3月末現在措置中件数

3月末現在措置中施設数

85 85 －

－2120
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●

○有●

（ ） （ 直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

措置施設数 0

予算額

②人件費
①決算額（20年度は見込み）

事務事業名 特別養護老人ホーム（措置分）
部課名 福祉部高齢者福祉課

根拠
法令等

課長名 大内和彦
担当者名 山根恭子 内線 2671

老人福祉法第１１条第２項
荒川区における老人福祉法に規定するやむをえない事由に
よる措置に関する要綱無 年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード(20年度）

特別養護老人ホーム(16-05-66-01)

事務事業の種類 新規事業 20年度 19年度
年度

実施基準 ●法令基準内 都基準内 区独自基準

開始年度 昭和 平成 12

終期設定

計画区分 計画 ●非計画

行政評価
事業体系

分野 生涯健康都市［Ⅰ］
政策 高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成［02］
施策 高齢者の在宅生活の支援［02-03］

目的

身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ居宅においてこれを受けること
が困難な高齢者が、やむを得ない事由により介護保険法に規定する施設に入所することが著しく困難で
あると認めるときに、特別養護老人ホームに入所させることによって、高齢者の心身の健康の保持及び
生活の安定を図る。

対象者
等

本人または親族等では適切な介護サービスの契約締結が困難な高齢者

必要性 法定措置事務として、要介護高齢者の健康の保持と生活の安定を図るために、必要な事業である。

実施
方法

内容

老人福祉法に基づき福祉事務所長が施設の入所手続きを行う。
家族による経済的虐待等を受けており本人負担が困難な場合は、施設利用料を扶助する。
また、やむを得ない事由が消滅したときに措置を解除し、契約に移行する。
［措置要件］
・要介護認定において要介護状態に該当
・健康状態が入院加療を要する病態でないこと、及び感染症を有し他の入所者に感染させる恐れがないこと
・やむを得ない事由によること
　＜やむを得ない事由＞
   ・本人が家族等の虐待又は無視を受けている場合
 　・認知症その他の理由により意思能力が乏しく、かつ本人を代理する家族等がいない場合
［措置手続］
・入所申請受理　→　・実態調査（訪問・面接）　→　・入所判定委員会　→　・入所（立会い・移送）
［扶助内容]
・基本サービス　　利用額×１割×日数
・保険外負担金（居住費＋食費+その他措置に要する費用）×日数
・移送費
[自己負担金]
・徴収金額
　利用料扶助費全額
・徴収方法
  　当月分納付書を翌月に施設宛てに送付。経済的虐待等を受けていた場合等で、措置時に必要な収入が確保で
　きなかった場合は、収入の充当ができた時、成年後見人が選任された時　または、支弁に応じる家族が現れた
　時点で入所時に遡及して徴収する。

経過
平成１２～１５年度　利用実績なし
平成１６年度　１件　　平成１７年度０件　　平成１８年度２件　平成１９年度１５件

 

1直営

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

（単位：千円）
14年度 15年度 16年度

837 853 40
2,671

17年度 18年度 19年度
335 806 791

0 0 25 0 104
11,205 11,102 12,383

130 130 145
25合計（①＋②） 11,205

【事務分担量】（％）
0 0 11,206 15,054

0 0国（特定財源）
都（特定財源）

0
0

0 0
0 0 0 0

0 0 9020 0
0 0

その他（特定財源）
一般財源

0
25 11,205 11,206

実
績
の
推
移

14年度

0
0措置件数

事項名
0 2 15

14,152
17年度 18年度 19年度15年度 16年度

0 1
10

20年度
4,952
4,952

4,952

4,952
0

20年度
12
－91
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

問
題
点
・
課
題

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

－

介護給付本人負担分 1,118
54 保険外本人負担 1,553

平成19年度（決算）
主な事項 金額（千円） 主な事項 金額（千円）

保険外本人負担

指
　
　
　
　
標

予
算
・
決
算
の
内
訳

節・細節
平成18年度（決算）

介護給付本人負担分 50
扶助費

円滑に迅速に措置できるように、安定的な措置先の確保が必要である。

他
区
の
実
施

状
況

実施 22 未実施

H１９台東区２件、北区３件、文京実績なし
他区も、措置時期のタイミングにベット確保ができず苦慮している。

問題点・課題の改善策検討

平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容 改善により期待する効果

近県の新規施設や空床について、定期的に情報収集を
行う。

安定的な措置先の確保が見込める。

荒川区が助成している区外特養への措置依頼協力の連
携を深める。（懇談会開催等）

さらなる連携を深めることにより、緊急時のベッド
確保の協力が得やすくなる。また、他施設との情報
交換の場にもなる。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

前年度設定 今年度設定

法定措置事務であり、現状の規模で実施する。継続 継続

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

介護給付本人負担分 4,952

事務事業の成果とする指標名

12

指標に関する説明
17年度 18年度 19年度 20年度

目標値
(22年度)

－

指標の推移

措置件数

措置施設数 0 1 9 －

0 2 15
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●

（ ） （ 直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

緊急一時保護件数
緊急一時保護（日数）
やむを得ない措置件数

事項名

予算額

②人件費
①決算額（20年度は見込み）

112
2

62
1

289
1,127

20年度
7

20年度
1,416
1,416

1,416
0
0

未実施 21
未実施 1 0 2

17 81

19年度
未実施 未実施 2 4 7 3

15年度 16年度
952

17年度 18年度実
績
の
推
移

14年度

未実施
未実施

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

16年度

12
173 7,155 4,069

0 0
0 0

その他（特定財源）
一般財源

4 181 127

0
0 0 0

0 0
0 0

国（特定財源）
都（特定財源）

1,079
0 0

185 7,159 4,250
【事務分担量】（％）
合計（①＋②） 0 0

6,895 3,416 2,989
80 40 35

1,079
0 0 185 264 834

237 300

2一部委託

（単位：千円）
14年度 15年度 17年度 18年度 19年度

必要性

（高齢者緊急一時保護）
　認知症に伴う徘徊高齢者の保護施策として、地域高齢者の身上監護に一定の役割を果たしている。
（やむを得ない措置）
　老人福祉法第１０条の４「やむを得ない措置」を実施するため、必要な事業である。

実施
方法

984
759

1,028 1,278

職権をもって、介護サービスを提供する「措置」であるため、原則として、区職員が対応する。
しかし、措置内容により事業者との連携を必要とする場合は、一部委託を行う。

［高齢者緊急一時保護］
家庭の事情等により緊急に保護を必要とする高齢者を、一時的に区内特別養護老人ホームに入所させる。
［やむを得ない措置］
①措置の一環として要介護認定と同一の手続きを実施。
②ケアプランを作成し、介護給付を提供する。
　サービス内容　　(１) 訪問介護　(２) 通所介護　(３) 短期入所生活介護　（４）グループホーム入所
③やむを得ない事由が消滅した（虐待の終息又は後見人の選定）時点で、措置を解除し、契約に移行する。
［自己負担金］
・徴収金額
　利用料扶助費全額
・徴収方法
　当月分納付書を翌月に施設宛てに送付。 経済的虐待等を受けていた場合等で、措置時に必要な収入が確保でき
なかった場合は、経済状況が回復し費用負担が可能となった時、成年後見人が選任された時　または、支弁に応じ
る家族が現れた 時点で入所時に遡及して徴収する。

経過
●平成１６年度２件 (高齢者緊急一時保護）　　●平成１９年度３件（高齢者緊急一時保護）
●平成１７年度４件（高齢者緊急一時保護）　　　　　　　　 １件（やむを得ない措置）
●平成１８年度７件（高齢者緊急一時保護）

目的
　家庭の事情等により緊急に保護を必要とする高齢者又は認知症等の状態により日常生活に支障のある
者が、やむを得ない事由で介護保険給付を利用することが著しく困難であると認める場合に、当該高齢
者の生活の回復を図るため、区が措置により居宅介護支援等の介護サービスを提供する。

対象者
等

＜高齢者緊急一時保護＞
①家庭の事情等により一時的に在宅生活が困難になった場合
②単身者で病気回復後一時的に見守りが必要になった場合
③火災等により在宅での生活が一時的に困難になった場合
＜やむを得ない措置＞
①本人が家族などの虐待又は無視を受けている場合
②認知症その他の理由により意思能力が乏しく、かつ、本人を代理する家族等がない場合

内容

計画区分 計画 ●非計画

行政評価
事業体系

分野 生涯健康都市［Ⅰ］
政策 高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成［02］
施策 高齢者の在宅生活の支援［02-03］

年度

実施基準 ●法令基準内 都基準内 区独自基準

開始年度 昭和 平成 12
終期設定 無 年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード(20年度）

介護サービス事業費(16-10-06-01)

事務事業の種類 新規事業 20年度 19年度

根拠
法令等

課長名 大内和彦
担当者名 山根恭子 内線 2676

老人福祉法第１０条の４
荒川区高齢者緊急一時保護事業実施要綱

事務事業名 介護サービス事業（措置分）
部課名 福祉部高齢者福祉課
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状
況

（
要
旨
）

1

－

0 2 1 2 －

3 7 年度内保護件数

やむを得ない措置(在宅)件数

4 7緊急一時保護件数

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値

(22年度)

年度内措置件数

指標に関する説明

やむを得ない措置(在宅) 58

主な事項 金額（千円）

高齢者緊急一時保護 1,358

平成20年度（予算）

事務事業の分類

高齢者を保護するための緊急措置として、現状の規模で実施する。

分類についての説明・意見等
前年度設定 今年度設定

継続 継続

問題点・課題の改善策検討

平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容 改善により期待する効果

（高齢者緊急一時保護）
保護した高齢者が感染症を有していた場合、施設入所者へ感染しないための医療機関との連携構築を図
る。
（やむを得ない措置（在宅））
措置のケアプランに対応するケアマネジャーの確保を図る。

他
区
の
実

施
状
況

実施 未実施

やむを得ない措置　　　　台東、千代田、新宿、大田、世田谷、渋谷、足立、葛飾の８区で実績あり
緊急ショートステイ　　　２２区で実施

指
　
　
　
　
標

予
算
・
決
算
の
内
訳

節・細節
平成18年度（決算）

扶助費 やむを得ない措置(在宅)
834 高齢者緊急一時保護

0 やむを得ない措置(在宅) 63
委託料 高齢者緊急一時保護

平成19年度（決算）
主な事項 金額（千円） 主な事項 金額（千円）

696
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●

（ ） （ 直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

事項名

①決算額（20年度は見込み）

85
868

20年度
42

20年度
953
953

953

実
績
の
推
移

14年度 19年度15年度 16年度
0 11,788 11,317

17年度 18年度
一般財源 00 0

40 59
0

0 11,828 11,376
0

0 0 0

11,102 10,675
130 125

1,132
726 701

17年度 18年度 19年度
1,134

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

　　　
14年度 15年度 16年度

必要性
地域の要援護高齢者に対する生活支援の通報は多く、今後も一定の需要が見込まれ事業の継続は必要であ
る。

実施
方法

内容

区が委託した訪問介護事業所のホームヘルパーを対象世帯に派遣し、
・生活環境改善　・対人関係の構築
・急性疾患等の一時的な虚弱状態に対する緊急一時的な生活援助及び身体介護
を行い、介護保険サービスに結び付ける。
[自己負担金の徴収方法]
　当月の派遣時間数に単価２２０円を乗じた額の納付書を翌月に郵送する。必要に応じケースワーカーが
訪問し直接徴収する。

経過
区に対する要援護高齢者の生活支援の通報は、今後も継続することが見込まれるため、生活支援ヘルパー
事業のうち、生活管理指導事業に特化した形で、区の措置的なホームヘルプを事業化した。

対象者の調査、決定は区が行い、訪問介護（家事援助・身体介護）は委託事業者が行う。
地域割で受託（事業者は区内に事業所のある訪問介護事業者のうち福祉サービス第三者評価結果を公表し
ている事業者）
事業者１（大起エンゼルヘルプ）　　　　　　　１９年度末実績（生活環境改善・対人関係構築16時間
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　緊急一時の家事援助・身体介護34時間)
　→　町屋、東尾久、西尾久、西日暮里　　　　２０年度見込み（生活環境改善・対人関係構築104時間
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　緊急一時の家事援助・身体介護89時間）
事業者２（ケアサービス大和田）　　　　　　　１９年度末実績（生活環境改善・対人関係構築155時間
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　緊急一時の家事援助・身体介護75,5時間）
　→　南千住、荒川、東日暮里　　　　　　　　２０年度見込み（生活環境改善・対人関係構築104時間
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　緊急一時の家事援助・身体介護89時間）

2一部委託

目的
自ら介護保険サービスの利用ができない高齢者に対して、生活環境改善や生活援助・身体介護等の生活管
理指導を行い、高齢者の福祉の向上を図る。

対象者
等

自ら介護保険サービスの利用ができない単身又は高齢世帯

行政評価
事業体系

分野 生涯健康都市［Ⅰ］
政策 高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成［02］
施策 高齢者の在宅生活の支援［02-03］

●非計画実施基準 ○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準

平成 18
終期設定

計画区分

根拠
法令等

荒川区高齢者生活管理指導事業実施要綱
年度開始年度 昭和

計画

大内和彦
担当者名 山根恭子 内線 2671
部課名 福祉部高齢者福祉課 課長名

生活管理指導事業費(16-50-50-01)

20年度 19年度

事務事業名 高齢者生活管理指導事業

無 年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード(20年度）

事務事業の種類 新規事業

都（特定財源）
その他（特定財源）

予算額

②人件費
【事務分担量】（％）

合計（①＋②）
国（特定財源）

実施件数 15 30
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

－－ 15 22 42

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値
(22年度)

397緊急一時の身体介護
生活環境整備・対人関係構築

緊急一時の身体介護244
556

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容 改善により期待する効果

当該高齢者が成年後見制度を活用する場合の後見報酬
の助成制度の活用

当該高齢者が低所得の場合も円滑に成年後見制度に
移行できる。

　各区、通報事例を中心に福祉的なホームヘルプを行っている。

問題点・課題の改善策検討

実施 22 未実施他
区
の
実

施
状
況

継続 継続

事務事業の分類

やむを得ない措置として、現状の規模で実施する。

分類についての説明・意見等
前年度設定 今年度設定

指
　
　
　
　
標

　生活管理指導を行うにあたり、要援護者が事業者（ヘルパー）が入ることを、かたくなに拒否した場合の
導入が難しい。また、当該高齢者を援護する家族がおらず、財産管理や介護サービス契約の締結が困難であ
る。

予
算
・
決
算
の
内
訳

節・細節
平成18年度（決算）

緊急一時の身体介護 501
生活環境整備・対人関係構築 225

委託料

金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項 金額（千円）

生活環境整備・対人関係構築 457

実施件数

主な事項

指標に関する説明
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

● （○ ● ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業

○ ●

○有●

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

予算額

②人件費
①決算額（20年度は見込み）

事務事業名 緊急事務管理事業

無 年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード(20年度）

事務事業の種類

緊急事務管理事業費(15-94-50-01)

年度開始年度 昭和 平成 19

終期設定

目的
　判断能力が不十分で金銭管理等が困難となり、かつ、家族による支援が見込めない高齢者等に対し
て、区が民法(明治29年法律第89号)第697条の規定に基づく事務管理を行う場合におけるその業務の範
囲と取扱い基準を定めることにより、本人の生命、健康及び財産の保護を図ることを目的とする。

対象者
等

　判断能力が不十分で金銭管理等が困難となり、かつ、家族による支援が見込めない高齢者等

大内和彦

担当者名 小嶋誠 内線 2671

部課名 福祉部高齢者福祉課 課長名

新規事業 20年度 19年度

計画 ●非計画実施基準 法令基準内 都基準内 ●区独自基準

根拠
法令等

荒川区緊急事務管理の実施に関する要綱

行政評価
事業体系

分野 生涯健康都市［Ⅰ］

政策 高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成［02］

施策 高齢者の在宅生活の支援［02-03］

計画区分

内容

[事務管理の開始]
　次に掲げるもののうちから実施する必要があると認められる事務管理について、その開始を決定し、
　実施するものとする。
　⑴財産の保管、⑵日常的な金銭管理、⑶親族、知人等への連絡（戸籍の調査を含む。）、⑷ケアマ
　ネージャー等への連絡調整、⑸入院、入所、通院等の対応、⑹その他区長が必要と認めるもの
[事務管理の廃止]
　次に掲げるものに該当した場合は、事務管理を廃止する。
　⑴成年後見人等が付されたとき、⑵地域福祉権利事業の契約が締結されたとき、⑶対象者が死亡
　し、相続人に財産等が引き継がれたとき、⑷親族・知人が管理するようになったとき、⑸施設等
　に入所し、施設等が管理するようになったとき、⑹その他、区が事務管理をしなくてもよくなっ
　たとき
[自己負担金]　なし

経過

　現在、医療機関や民生委員等から寄せられる、認知症等により判断能力が不十分となった高齢者等の
支援の相談に対し、家族の協力が見込めない場合等、家族に代わって区が財産管理や入院・入所の手続
き等を対応する事例が増えている。これらの事例に区職員が迅速かつ的確に対応するために、事務の範
囲と取扱い基準を定め安定的な実施体制を整備してきた。

必要性
高齢者人口の増加に伴い身寄りのない高齢者の世話は、今後も一定の需要が見込まれ事業の継続は必要
である。

財産の保管と日常的な金銭管理は、荒川区社会福祉協議会に委託する。
実施
方法

2一部委託

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

（単位：千円）
14年度 15年度 16年度

－ － －
2,480

17年度 18年度 19年度
－ － 2,650

5,551
65

0合計（①＋②） 00 0
【事務分担量】（％）

0 8,031
国（特定財源）
都（特定財源） 2,480

0 0
その他（特定財源）
一般財源 0 0

開始件数

0
事項名

5,551
17年度 18年度実

績
の
推
移

14年度 19年度15年度 16年度
11

3

20年度
2,650
2,650

2,650

2,650
20年度

21
－
－

(3月末実績）

8廃止件数
管理件数
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

② 8 －

③ 3 －

問
題
点
・
課
題

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明

－21

予
算
・
決
算
の
内
訳

節・細節
平成18年度（決算）

委託料

金額（千円） 主な事項 金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項 金額（千円）

今年度設定

指
　
　
　
　
標

　速やかに成年後見人を選任することが望ましいが、支援する身寄りがなく、かつ、職業後見人の報酬を
支払えない低所得者の財産管理が増えていく懸念がある。

他
区
の
実
施

状
況

実施

成年後見人選任までの暫定的な対応として実施。
台東、大田、渋谷、中野、豊島、練馬の各区で実施（成年後見センターへの委託も含む）

問題点・課題の改善策検討

平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容 改善により期待する効果

6 未実施

　当該高齢者が、円滑に成年後見制度に移行できるよ
うにするための、後見報酬の助成制度を創設する。

　当該高齢者が低所得者であっても、緊急事務管理
から成年後見制度への円滑な移行が期待でき、か
つ、継続的な支援者を確保することができる。

― 推進

事務事業の分類

高齢化の進行に伴い、公共による支援が必要な高齢者は今後も増加する
ことが見込まれることから、引き続き事業の充実を図る。

分類についての説明・意見等
前年度設定

平成20年度（予算）

2,650財産管理業務委託 財産管理業務委託2,480
主な事項

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値
(22年度)

開始件数

廃止件数

管理件数

11－

－

－

－

－

－

－

－
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業

○ ●

○有●

（ ） （ 直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

事項名

①決算額（20年度は見込み）

虐待の相談件数

その他（特定財源）
一般財源

国（特定財源）
都（特定財源）

15

1,372
1,850

20年度
188

6,443
6,443

6,443

3,221

10

71 169

2 6
10 9

16年度14年度 15年度
12,045

17年度 18年度 19年度
0 0 10,7280 0

2,645
236 375

15,0650 0 10,964
【事務分担量】（％）
合計（①＋②） 0 0

9,394
75 110

6,405②人件費

6,443
4,559 5,671

予算額 － 7,148－ －
19年度

事務事業名 高齢者虐待対策事業
部課名 福祉部高齢者福祉課 課長名 大内和彦

担当者名

2一部委託

20年度

山根恭子 内線 2676

18 年度 根拠
法令等

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する
支援等に関する法律   介護保険法年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード(20年度）

高齢者虐待対策事業費（16-57-50-01）

事務事業の種類 新規事業 20年度 19年度

計画区分 ●計画

開始年度 昭和 平成

実施基準 法令基準内

終期設定 無

非計画

行政評価
事業体系

分野 生涯健康都市［Ⅰ］

政策 高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成［02］

施策 高齢者の在宅生活の支援［02-03］

都基準内 ●区独自基準

目的
養護者による高齢者虐待の防止、虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保護及び養護者に対する適切な
支援を行う。

対象者
等

虐待のある家族、虐待の通報の担い手としての区民、サービス提供機関

内容

　区民、ケアマネ、民生委員等から高齢者虐待の相談があった時に、区が事実確認を行った後、対応方
針会議を主催し弁護士や臨床心理士（東京弁護士会等と東京臨床心理士会から推薦を受け選任した者）
及び精神科医師の専門的助言を踏まえ、必要に応じ、専門的対応（弁護士による成年後見申立、臨床心
理士によるカウンセリング、精神科医師のセルフネグレクト対応等）を行う。また、緊急に医療が必要
なケースは契約病院への医療保護（医師会推薦病院に常時１床確保）を実施する。
２０年度選任精神科医師
２０年度選任弁護士　東京弁護士会４名、第一東京弁護士会２名、第二東京弁護士会２名　計８名
２０年度選任臨床心理士　東京臨床心理士会所属２名
２０年度医師会推薦病院

経過
・平成１８年４月に「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」が施行され、
国、地方公共団体、国民の責務等が定められた。

必要性 高齢者の権利擁護にとって、高齢者に対する虐待を防止することは極めて重要である。

実施
方法

実
績
の
推
移

東京弁護士会等と対応弁護士推薦の協定　精神科医師の個別依頼
(報償費：特別区の講師謝礼単価を準用　弁護士１３，０００円/１時間、臨床心理士１０，０００円/１
時間、精神科医師１３，０００円/１時間　いずれも税込み）
医療機関に対応病床の確保
（病床確保料　１２，０００円×３６５日、入院実費立替費１，１５２，６４０円（医療機関に深刻な
身体虐待者を２週間保護した場合の医療モデルを作成しそれが１０件発生した場合の本人窓口支払経費
相当額）：２０年度委託料５，５３２，６４１円）

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

（単位：千円）
14年度 15年度 17年度 18年度

医療保護件数
専門的相談・対応件数

16年度
－
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

目標値
(22年度)

－

－

－

－

－

－

71 169

17年度 18年度 19年度 20年度

( )は保護日数

10 9

2

医療保護 5,533

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

専門的相談・対応謝礼 910

潜在しているケースを把握できるように関係機関と連携し、相談及び通報体制を構築する。
高齢者虐待予防に関する普及啓発活動に取り組む。

指標の推移
事務事業の成果とする指標名 指標に関する説明

6
(175)

虐待の相談件数

専門的相談・対応件数

医療保護件数

主な事項

書籍等購入
委託料

平成19年度（決算）

報償費
主な事項 金額（千円）

専門的相談・対応謝礼 442
29

医療保護 4,088

指
　
　
　
　
標

予
算
・
決
算
の
内
訳

節・細節
平成18年度（決算）

一般需用費

金額（千円）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 未実施

虐待に関する相談、通報が増えてきている。その状
況も踏まえ、迅速に適切な対応を学ぶ。

対応マニュアルに基づき、緊急保護を要するケースを
想定し、関係機関と介入研修等を行う。

緊急保護を要するケースは、迅速かつ適切に対応で
きるよう処遇技術を身につける。

問題点・課題の改善策検討

平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容 改善により期待する効果

地域連携推進会議（地域包括で地域住民・関係機関を
招集し介護について話し合うつどい）の終了後、ケア
マネ等から事例を募り関係機関で困難事例の検討会を
行う。

事例検討会を開催することにより関係者の高齢者虐
待に対する意識を高め、虐待ケースの早期発見を促
す。

地域包括支援センターと区が協同で、高齢者虐待防止
対応マニュアルを作成する。

専門的相談・対応謝礼 662

医療保護 5,009

事務事業の分類

高齢者の虐待を防止するためには、個々の事例研究を進め、早期発見及
び相談・支援にさらに努める必要がある。

分類についての説明・意見等
前年度設定 今年度設定

推進 重点的に推進
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

国（特定財源）
都（特定財源）

申立件数（知的障がい者）

事項名

①決算額（20年度は見込み）

申立件数（認知症高齢者）
申立件数（精神障がい者）

予算額

②人件費

計画区分

大内和彦部課名

－－
18年度17年度16年度

担当者名
成年後見事業

新規事業 20年度 19年度

福祉部高齢者福祉課

14年度

内線
事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

成年後見事業（15-93-50-01）

2673榎本誠一

0

４　家庭裁判所に対して申立てを行う。その際、郵便切手、収入印紙、登記印紙および鑑定料を納付する。

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]
高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]

0

－
15年度

244
233

2,586

14年度

0

00

老人福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び
精神障害者福祉に関する法律

根拠
法令等

17

１　ホームヘルパーや近隣等から相談を受けて、対応が必要と思われる高齢者、障がい者を把握する。

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

５　申立てに要した費用を求償するため、医師の鑑定終了後、家庭裁判所に対して上申書を提出する。

終期設定
年度平成昭和
年度

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0
その他（特定財源）
一般財源

2,819
30

189
1,827

0
0

83
0

107
2,629

701
308

1,708

2,016
20

191
1,747

701
230

1,708

1,938
20

595
64

659
659

659

20年度19年度

19年度 20年度15年度 16年度 17年度 18年度実
績
の
推
移

3
0

　平成１２年より施行されている成年後見制度は、家庭裁判所が成年後見人等を選任する法定後見制度と、本
人が契約によって自ら後見人を選任する任意後見制度とに大別される。

平成１４年度に、荒川区成年後見制度における区長による審判の請求手続き等に関する要綱を制定。
平成１７年度～１９年度で延べ１２名の認知症高齢者の後見等開始の申立てを行った。

目的

対象者
等

内容

　法定後見については、本人の判断能力の程度により後見（事理弁識能力を欠く常況）、保佐（事理弁識能力
が著しく不十分）、補助（事理弁識能力が不十分）の３類型に分類され、医師の鑑定及び裁判所の審理を経て
選出された後見人、保佐人、補助人が本人のために同意権、取消権、代理権を行使して、契約締結や財産管理
等を行う。

　本事業は前述の対象者について、必要な手続き等を行い、本人の保護を図るために区長が申立てを行うもの
である。

経過

　判断能力が不十分な認知症高齢者、精神障がい者及び知的障がい者のうち、身寄りがいない場合等当事者に
よる申立てが期待できない状況にある人

　身寄りのいない認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者等、判断能力が不十分な人について、区長が家
庭裁判所に対して後見開始等の申立てを行い、選任された後見人等が成年被後見人（本人）の財産管理や身上
監護を行うことによって成年被後見人の福祉向上を図る。

政策
施策

開始年度
事務事業の種類

課長名

（単位：千円）

0
0

5
0
0 00

　身寄りのない認知症高齢者や障がい者等が不動産の売買や預貯金に関する金融機関との取引、福祉関係施設
への入所に関する契約等を行う場合には、この制度を利用するほかないため、必要性は高い。

必要性

３　医師に診断書の作成を依頼し、診断結果を含めて後見・保佐・補助のいずれの類型で申し立てるか検討する。

６　家庭裁判所が認めた額について本人に求償を行い、必要に応じて後見人等への引継ぎを行う。

２　生活状況、親族状況、資産状況の調査を行う。四親等内の親族による申立ての可能性を把握し、金融機関等に

　　本人の預貯金状況の照会を求める等の方法により本人状況を詳細に把握し、申立ての可否を検討する。

1直営

実施
方法

54
0
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

4

100.0% 100.0%

4

100.0%

申立てにあたっては、弁護士等
の専門家に相談の上で判断して
いる。

5

100.0%

105

5 105

選定割合

3申立件数

選定件数 2

66.6%

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値
(22年度)

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

推進

前年度設定

社会福祉協議会との協議をすすめ、法人後見も活用しながら、円滑かつ迅
速な制度運営を図る。

問題点・課題の改善策検討

22 0

指
　
　
　
　
標

未実施実施

①　成年後見制度の活用を促進し、専門的見地から各事例について対処する成年後見センター設置を検討す
　る。
②　後見人等候補者の選任に時間を要する場合等においても早急な対応ができるよう、社会福祉協議会等に
　おいて法人後見の取り組みを一層推進する必要がある。

他
区
の
実

施
状
況

主な事項

収入印紙
登記印紙

郵便切手 7

収入印紙
8

診断書料

弁護士相談費用 0

役務費
郵便切手

250

報償費

収入印紙3

0

鑑定料 100
24

50

公課費
4

診断書料 8040

登記印紙

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

20

弁護士相談費用
22

鑑定料 500

　荒川区社会福祉協議会内の成年後見制度推進機関を活
用し、法人後見の取り組みを進めていく。

平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

処遇困難ケース等において、後見人候補者を探すのに
かかる期間（現行は６ヶ月以上かかる場合もある）を
数ヶ月程度短縮できる。

改善により期待する効果

63

金額（千円）

4

平成19年度（決算）

22

金額（千円）

指標に関する説明

予
算
・
決
算
の
内
訳

節・細節
平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

郵便切手
弁護士相談費用

登記印紙

鑑定料
診断書料
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業

○ ●

○有●

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

入所した人数

国（特定財源）

都（特定財源）

その他（特定財源）

一般財源

予算額

②人件費

①決算額（19年度は見込み）

－

700

700503

84

538

245 162 －

0

107

20年度

20年度

107

53

53

0

0

491 535 532 488

15年度 16年度

617 551

56 60 75 76
実
績
の
推
移

14年度

調査後の申込件数

調査書送付件数

調査書回収件数

事項名

577 15 13

18年度 19年度

554 560

121 176

17年度

0 0

2,180

0

2,168 2,180

0 0 0

39 42 0 01,733 30

0 0 0 0 0 0

52 2,210 2,180合計（①＋②） 2,1802,310 45

25 25 25

2,155 2,135 2,135

【事務分担量】（％）

113

2,310 45 52 55 45

2,310 97

17年度 18年度 19年度予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

（単位：千円）

14年度 15年度 16年度

112

45

131 88

必要性 　公平な基準により入所を進めるため必要な事業である。

実施
方法

内容

・毎年７月末までの申込者について、施設ごとに入所希望者名簿を作成する。
・９月に入所希望者に対して郵送で待機者及び介護者の状況についての調査を行う。（信愛のぞみの郷
は
  単独で待機者の実態調査をしている。）
・10月に調査結果を緊急性と必要性を基準に数値化し、施設ごとの待機順位を決定する。
・入所希望者へ決定した待機順位を通知する。
・名簿作成後の申込者については、名簿の末尾に日付け順で追記する。
・回答のない者は、サービス調整係の職員が電話等で現況を確認している。

経過
　平成１４年８月、国より入所基準についてのガイドラインが示され、区としても区内施設について入
所待機者の順位化を実施した。

◇ 現況調査を、郵送回収により実施。
◇ 調査項目：①介護度②介護者の状況③サービス利用状況④介護の困難性⑤待機状況
◇ 項目を数値化し順位決定
◇ 待機者へ通知

1直営

目的
　区内特養への入所希望者に対する実態調査を行うことによって、区内５特養の施設需要を把握すると
ともに、入所希望者が公平な基準に従って入所できるようにする。

対象者
等

区内在住で特養ホームに入所の申し込みをしている要介護高齢者及びその家族等

計画区分 計画 ●非計画

行政評価
事業体系

分野 生涯健康都市［Ⅰ］

政策 高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成［02］

施策 高齢者の在宅生活の支援［02-03］

年度

実施基準 法令基準内 都基準内 ●区独自基準

開始年度 昭和 平成 14

終期設定 無 年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード(20年度)

高齢者福祉事業事務費（１６－３５－４０－０１）

事務事業の種類 新規事業 20年度 19年度

根拠
法令等

課長名 大内和彦

担当者名 山根恭子 内線 2676

特別養護老人ホーム入所調整基準

事務事業名 特養ホーム入所希望者実態調査
部課名 福祉部高齢者福祉課
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

－
順位に基づき入所した人数/調
査書回収件数
（取り下げは除く）

待機順位に基づき入所した割合 14.1% 15.6% 16.7%

指標に関する説明
17年度 18年度 19年度 20年度

目標値
(22年度)

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

主な事項 金額（千円）

郵券 107

平成20年度（予算）

特養待機者の増加が見込まれる中、公正かつ客観的な入所基準を確立す
るために、実態調査を継続する。

分類についての説明・意見等
前年度設定 今年度設定

継続 継続

平成１５年一定　特養ホームの入所に対して重度優先規準の導入の検討について

事務事業の分類

・実態調査の内容を再検討する。 ・緊急性と必要性の高い人の順位が平等になる。

問題点・課題の改善策検討

平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容 改善により期待する効果

・区立特養の指定管理者の要件として、区が老人福祉
法上の措置する者の受入を盛り込むなど、措置者の受
入のあり方について再検討する。

・認知症単身や虐待を受けている等社会福祉上保護
が必要な要介護者の入所を優先することができる。

・医療行為の受入が困難になってきており、必ずしも待機順位どおりに入所できるとは限らない。
・多床のため空きベットと待機者の男女区分が折り合わない。
・身元引き受け人がいない要措置者の入所は施設が経営上の理由で敬遠し入所に結びつかない。
・調査が年1回なので、調査後の申込者は、待機順位を獲得するのに、次回の調査時まで待たなければなら
な
  い。
・実態が複雑化してきていることにより、入所基準及び入所調整ポイント表の見直しを行う必要がある。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 未実施

内容の差はあるが、概ねどの区においても同様の調査を実施している。

指
　
　
　
　
標

予
算
・
決
算
の
内
訳

役務費 郵券
消耗品費

45 郵券 45
調査用封筒 0

節・細節
平成18年度（決算） 平成19年度（決算）
主な事項 金額（千円） 主な事項 金額（千円）
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

● ○

○ 有● 無

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○ 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

都（特定財源）
その他（特定財源）
一般財源

新規申請者数

15,01215,542
13,406

予算額

②人件費

国（特定財源）

計画区分

大内和彦

18年度17年度16年度15年度

13,190

内線 2666森 裕子

訪問看護師に委託して実施する

担当者名
訪問指導事業

新規事業 20年度 19年度

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

１　介護予防に重点を置いた特定高齢者に対する訪問指導が重要である｡
２　高齢者人口の増加に伴い、在宅療養者も増加し､困難事例（本人・家族の問題解決能力が低い場合
　　や虐待が疑われる場合､近隣住民等とのトラブル、介護サービスの利用や調整）への処遇に対する
　　ニーズが高くなっており、専門的な介入・支援が必要となっている｡

必要性

実施
方法

14年度 20年度19年度予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

13,558

13,19013,558

事務事業名

高齢者の在宅生活の支援[02-03]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

訪問指導事業費（16‐35‐60‐01）
訪問型介護予防事業費（53‐21‐50‐01）

事務事業の種類

課長名部課名 福祉部高齢者福祉課

終期設定

年度平成昭和

年度
介護保険法、地域保健法、精神保健福祉法、
荒川区訪問看護指導事業実施要綱

根拠
法令等

56

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

開始年度

13,406

13,406

13,190 24,398

14,812
14,679
9,719

24,398
120

22,335

16,596
15,196
7,139

22,335
98

23,055

19,395
17,175
5,880

23,055
101

11,730
1,600

20,368
20,368

20,368

2,346
4,692

18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度

74
7

委託訪問件数

7
78

1,302

8訪問看護師数 6
92

1,547

7
72

1,4781,323

14年度

15,230

13,558

89
1,4251,370

目的

対象者
等

内容

130

（単位：千円）

実
績
の
推
移

5
121

１　特定高齢者であって、閉じこもり・うつ・認知症等により通所型介護予防事業への参加が困難な方を
　　対象に保健師等が訪問し、生活機能に関する問題を総合的に把握・評価し、介護予防指導や相談等を
　　実することによって、心身機能の低下防止と健康の保持増進を図る。
２　認知症や難病その他の複雑・困難な問題を抱える世帯に保健指導を行うことで、家族の精神的安定を
　　確保し、適切な看護方法の指導により家族の介護力を育成する。また、家族・介護者への介護予防支
　　援も併せて行う。

区内在住の在宅療養者を対象とし、６５歳以上は介護会計による訪問型介護予防事業とし、４０歳
以上６５歳未満は一般会計による訪問看護指導事業として実施する。

１ 疾病の予防・介護予防に関する指導
２ 生活習慣改善など健康管理上必要と認められる指導
３ 家庭における療養方法・看護方法・機能訓練方法に関する指導
４ 家族・介護者・介護サービス事業者等への支援
５ 認知症や精神疾患・高齢者虐待に関する相談と指導
６ 住宅改修や療養環境に関する支援・指導
７ 医療機関や介護サービス事業者等関係機関との連携や調整
８ その他、諸制度活用方法等に関する指導

１　昭和５６年度より開始　６０歳以上を対象に実施する。
２　昭和５８年度より老人保健法に基づき対象年齢を４０歳以上に引き下げ実施
３　平成１０年度から、本事業を保健衛生部より高齢者福祉課に事務移管する。
４　平成１２年度から介護保険制度との役割・関連を明確化する。
　　当事業は虚弱者の介護予防及び介護保険サービス導入までの療養環境整備に重点を置く。
５　平成１８年度より対象者の年齢により、６５歳以上は介護保険、６５歳未満は一般会計とする。

経過

7

1,800

2一部委託

事項名

①決算額（20年度は見込み）
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

推進

前年度設定

・通所型介護予防事業への参加が困難な特定高齢者への個別対応は重要
　である。
・療養環境の整備と介護力の育成を図る。

困難事例に対応できる訪問看護師の確保と育成を図る。

高齢化の進展及び特定高齢者選定･決定基準の緩和によ
り、特定高齢者の増加が見込まれる。介護予防プランと
の連携を強化する。

適時・適切な対応ができる。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

問題点・課題の改善策検討

15 7

指
　
　
　
　
標

委託料

役務費

一般賃金

需用費
旅費

医療福祉相談員１名
健康保険・厚生年金
臨時職員

報酬
共済費

4,748
健康保険・厚生年金

非常勤職員2名

その他委託料　

92
0

12,376

特別旅費
消耗品
郵便料

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

5

67

非常勤職員2名

訪問看護指導料
郵便料

健康保険・厚生年金

消耗品・備品費
特別旅費
臨時職員

2,167

14,400

670
臨時職員 303
特別旅費 20
消耗品

平成20年度（予算）
節・細節

主な事項 金額（千円）金額（千円）

66
0

249
259

より質の高い専門的支援が可能となる

金額（千円）

平成19年度（決算）

1,139

他
区
の
実

施
状
況

港区、新宿区、文京区、台東区、江東区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区、中野区、杉並区、北
区、板橋区、葛飾区

未実施実施

１　ケアマネージャーや地域包括支援センター職員からの相談・依頼に対して、介護保険サービスに繋
　　げるまでの基盤整備等の役割が重要になってきている。
２　高齢者虐待や生活習慣と対人関係等の問題をもつ困難事例が、今後さらに増加することが予想され
　　専門的な介入・支援が必要であり、随時、高齢者虐待事業との連携が必要である。

11,400訪問看護指導料
訪問看護師肝炎検査等

155
郵便料

訪問看護師肝炎検査等 0

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値

(22年度)
指標に関する説明

20年度は見込み－1,8001,4251,5471,478訪問件数

予
算
・
決
算
の
内
訳

備品購入費 74

主な事項

302
0

646
647
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